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１ 航空事故調査の経過

１.１ 航空事故の概要

岐阜県防災航空隊所属ベル式４１２ＥＰ型ＪＡ９６ＧＦ（若鮎Ⅱ号機）は、平成２１

年９月１１日（金）、救助活動のため岐阜飛行場を１４時０９分に離陸し、岐阜県高

山市の北アルプス奥穂高岳ジャンダルム付近にある通称ロバの耳の登山道付近におい

て、救助活動中の１５時２２分ごろ墜落した。

同機に搭乗していた５名のうち、救助現場にて同機から降下した２名を除く、機長、

整備士及び消防吏員の計３名が死亡した。

同機は大破し、火災が発生した。

１.２ 航空事故調査の概要

1.2.1 調査組織

運輸安全委員会は、平成２１年９月１１日、本事故の調査を担当する主管調査官

ほか２名の航空事故調査官を指名した。

1.2.2 外国の代表

本調査には、事故機の設計国である米国の代表及び製造国であるカナダの代表が

参加した。

1.2.3 調査の実施時期

平成２１年 ９ 月１２日～１８日 現場調査及び口述聴取

平成２１年 ９ 月１９日 口述聴取

平成２１年１０月２９日～３１日 機体調査

平成２２年 ２ 月 ８ 日～１０日 口述聴取

1.2.4 経過報告

平成２３年１月２８日、その時点までの事実調査結果に基づき、国土交通大臣に

対して経過報告を行い公表した。

1.2.5 原因関係者からの意見聴取

原因関係者から意見聴取を行った。
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1.2.6 関係国への意見照会

関係国に対し、意見照会を行った。

２ 事実情報

２.１ 飛行の経過

岐阜県防災航空隊所属ベル式４１２ＥＰ型ＪＡ９６ＧＦ（以下「同機」という。）

は、平成２１年９月１１日、岐阜県高山市の北アルプス奥穂高ジャンダルム付近にあ

る通称ロバの耳付近の登山道にて心肺停止状態となった登山者（以下「要救助者」と

いう。）を救助するため、機長、整備士（以下「整備士Ａ」という。）及び防災航空副

隊長（以下「副隊長」という。）ほか２名の消防吏員（以下「消防吏員Ａ」及び「消

防吏員Ｂ」という。）の計５名が搭乗して、岐阜飛行場を１４時０９分に離陸した。

途中、高山場外離着陸場（以下「高山場外」という。）において医師が１名搭乗し、

続いて、鍋平場外離着陸場（以下「鍋平場外」という。）に１４時５０分ごろ到着し
なべだいら

た。ここで、医師と消防吏員Ａが降機し、代わって、岐阜県警察山岳警備隊の警察官

（以下「山岳警備隊員Ａ」という。）１名が搭乗し、計５名で奥穂高岳に向け１４時

５１分に離陸した。

同機の鍋平場外からの飛行計画の概要は次のとおりであった。

飛行方式：有視界飛行方式、出発地：鍋平場外、移動開始時間：１５時００分、

巡航速度：１００kt、巡航高度：ＶＦＲ、経路：西穂高、目的地：岐阜飛行場、

所要時間：１時間１０分、持久時間で表された燃料搭載量：１時間２９分、

搭乗者：５名、寄港地：鍋平場外

なお、上記の飛行計画は、同機が岐阜飛行場を離陸後に変更されたもので、離陸前

の飛行計画は、岐阜飛行場を出発して西穂高経由で岐阜飛行場に戻るというもので

あった。

本事故発生に至るまでの経過は、岐阜県防災航空センター（以下「同センター」と

いう。）及び岐阜県高山市消防本部（以下「高山市消防本部」という。）より提出を受

けた資料並びに関係者の口述、岐阜県高山警察署（以下「高山警察署」という。）か

らの聞き取り並びに岐阜県警察航空隊（以下「県警航空隊」という。）の隊長及び隊

員（以下「県警航空隊員Ａ」という。）の口述を総合すると、概略以下の2.1.1～

2.1.3のとおりであった。



*1 「長野県松本広域消防局」とは、県（普通地方公共団体）の組織ではなく、松本広域連合が運営する消防本

部である。「松本広域連合」とは、３市５村（松本市、塩尻市、安曇野市、山形村、朝日村、筑北村、麻績村、

生坂村）から構成される広域連合であり、地方自治法上の「特別地方公共団体」である（地方自治法第１条の

３第３項、第２８４条第１項など）。「消防本部」とは、消防組織法に基づき、市町村、一部事務組合又は広域

連合に設置される消防機関である（消防組織法第９条第１号）。
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2.1.1 救急通報から同機の墜落が通報されるまでの経過

１３時３４分ごろ 長野県松本広域消防局*1（以下「松本消防局」という。）は、

「６６歳男性が、北アルプス奥穂高ジャンダルムで登山中に

倒れた」という山岳ガイドからの救急要請の通報を受け、高

山市消防本部にその要請を転送した。

１３時３５分ごろ 高山市消防本部は、同センターに、「６６歳男性が、北ア

ルプス奥穂高ジャンダルムで登山中に倒れた。心肺停止状態

である」という救急要請の第一報を行った。

この通報を受けて、同センターでは機長が、出動のための

情報収集及び県警航空隊に対して救急要請が出されているか

どうかの問合せを行った。

県警航空隊員Ａは、県警航空隊には要請がなされていない

ので、高山警察署に対し、要請がなされているかどうかを問

い合わせ、要請がなされていないことを確認した。

１３時３６分ごろ 高山市消防本部は、要救助者の詳細位置（北緯３６度１７

分０９.３２秒 東経１３７度３８分５１.４５秒）を松本消

防局から得た。

１３時３９分ごろ 高山市消防本部は、高山警察署へ当該救急要請の情報を提

供し、既に同センターに連絡済みであることを伝えた。

１３時４７分ごろ 県警航空隊員Ａは、隣接する同センターに赴き、救助要請

がどこから入ったのかを聞いたところ、「北アルプスジャン

ダルムで６６歳男性が倒れた」との返答を得、そのとき機長

から「要請は高山市消防本部から同センターに入った。同セ

ンターで対応するので、操縦士１名搭乗してもらえないか」

との依頼を受けた。県警航空隊員Ａは、「自分の一存では決

められない。高山警察署で対応を検討している。うちに要請

が入ったら、うちは２名で行かなければならない」と答えた

ところ、機長は「待っていられないのでこちらで対応する」

と答えた。

１３時５４分ごろ 同センターは、高山市消防本部に、同センターが対応する
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ことを通報した。

１３時５６分ごろ 高山市消防本部は、同センターから同機が出動する旨の連

絡を受けて、緊急運航の出動要請書を同センターへ送付した。

同センターは、要請書を受理後、高山市消防本部に返信を

行い、同機の出動が正式に決定された。

１３時５７分ごろ 同機の飛行計画が国土交通省航空局に通報された。

１４時００分ごろ 防災航空センター長（以下「センター長」という。）は、

岐阜県庁防災課に対し緊急出動を連絡した。

１４時０２分ごろ 県警航空隊員Ａは、出張中の県警航空隊長に対して、ジャ

ンダルムで遭難事案が発生したため、その対応を同センター

が行い、機長が１人で同機を運航させて行くことになったこ

とを伝えた。すると、県警航空隊長は、同センターでは対応

が難しいと思われることから、県警航空隊で対応するので、

高山警察署から高山市消防本部を通じて同センターに出動を

待つようにとの依頼をするよう指示をした。

１４時０３分ごろ 県警航空隊長は、岐阜県庁の危機管理副統括監に同機の出

動について問い合わせたが、危機管理副統括監は知らなかっ

たので、その事案の内容（同センターが対応し、機長が１人

で同機を運航させて行くこと）を説明し、大変危険な場所で

あることから出動を思いとどまらせるようにと進言した。

１４時０８分ごろ 同機のエンジンが始動したので、他の県警航空隊員（以下

「県警航空隊員Ｂ」という。）が同機のところに行き、機長

に対し、県警で対応するので待つように依頼したが、機長は

「待てない」と返答して出動した。

１４時０９分ごろ 同機は、岐阜飛行場を離陸した。

１４時１０分ごろ 高山警察署は、高山市消防本部に対して、県警で対応する

旨を伝え、同センターでの対応を止めるよう要請した。

１４時１１分ごろ 高山警察署は、同センターに対して、県警で対応させてほ

しいと伝えたが、同センターは、同機が１４時０９分に離陸

したので当方において対応すると返答した。

１４時１５分ごろ 高山警察署は、同センターに対して、心肺停止の情報もあ

るので、警官が現場で同行者への事情聴取や写真撮影等を行

う必要があり、山岳警備隊員を１名搭乗させてほしい旨の要

請を行った。

１４時３０分ごろ 同センターは、高山警察署に対して、荷物や人を降ろし、
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重量を調整して、山岳警備隊員を搭乗させることを連絡した。

１４時３７分ごろ 高山場外にて、医師１名が同機に搭乗し離陸した。

１４時５１分ごろ 鍋平場外到着後、医師は待機のため降機し、消防吏員Ａは

山岳警備隊員Ａを搭乗させるために降機し、その後、鍋平場

外を離陸した。

１４時５２分ごろ 同機の飛行計画の変更が航空局へ通報された。

１５時０３分ごろ 同機は、救助現場上空に到着した。

消防吏員Ｂ及び山岳警備隊員Ａの２名がホイストにより降

下し、同機は、その後、一旦救助現場上空から離れた。

１５時１０分ごろ 消防吏員Ａは、鍋平場外での待機中に、同機から発せられ

た無線通信を傍受し、飛行中の同機を視認した。交信内容は、

「エバックハーネスで救助了解、再進入の際は、・・・、上

空の雲は厚い」というものであった。

１５時２０分ごろ 同センターは、同機の活動状況を無線で確認しようとした

が、同機からの応答はなかった。

１５時２４分ごろ 現場で救助にあたっていた山岳警備隊員Ａは、高山警察署

に同機が墜落した旨の第一報を行った。

１５時３０分ごろ 同センターは、高山警察署から同機墜落の第一報を入手し

た。

2.1.2 １５時以降の同機の飛行経過

事故当日、奥穂高岳及び涸沢岳付近にいた複数の登山者が撮影した画像が、目撃

情報として高山警察署に寄せられた。その画像情報によると、１５時以降の同機の

飛行経過は以下のとおりである。

１５時００分ごろ ジャンダルムの北側（岐阜県側）を、頂上より低く東に飛

行していた。

１５時０３分ごろ ロバの耳のコル（鞍部）付近に進入し、機首を北～北北東

に向け消防吏員Ｂ及び山岳警備隊員Ａが降下した。

１５時０４分ごろ ジャンダルムの西側を、ジャンダルムの頂上付近の高さか

ら、北向きに降下しながら、ロバの耳の北側付近を通過後、

機首を北に向けて飛行した。

１５時０６分ごろ ジャンダルムの北側を北東に飛行し、ロバの耳の下方にあ

る沢の付近を通過した。

１５時０９分ごろ ジャンダルムの北西側の中腹を東に向かっていた。

１５時１１分ごろ 穂高岳山荘付近の上空を飛行し、次に奥穂高岳頂上付近上
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空を飛行していた。

１５時１５分ごろ 救助現場付近上空において機首を北～北北東に取り、右ス

ライドドアをオープンして飛行していた。

2.1.3 消防吏員、山岳警備隊員及び目撃者の口述

(1) 消防吏員Ｂ

同機の２５時間点検終了を報告するため事務室に行ったところ、副隊長か

ら北アルプスで救助事案が発生したことを知らされた。そのときは、まだ調

整の段階だったらしく、県警航空隊の隊員と機長が話しており、そのときの

話では、県警航空隊は、まだ当該事案を知らないようだった。また、機長は、

県警航空隊の隊員に対して、県警航空隊のパイロットを副操縦士として同機

に搭乗させることができるか話していたが、県警航空隊も今日はパイロット

が２名しかいないため無理だと話していたと思う。その後、同機の出動が決

定された。

同機は、出発準備を終え、離陸のためエンジンを始動していると、県警航

空隊員Ｂが同機のところに来て機長と何事か話していたが、その内容までは

聞くことができなかった。離陸後に副隊長が「先ほどの県警航空隊員のこと

はよろしかったでしょうか」と尋ねたところ、機長は「調整した話だから」

と答えた。また、飛行中に、救助現場で要救助者は赤の寝袋に入っていて、

山岳ガイドが黄色のものを振る旨の連絡が入った。

鍋平場外到着後は、医師と消防吏員Ａが降機し、代わりに山岳警備隊員Ａ

が搭乗して離陸し、その山岳警備隊員Ａの案内で救助現場に向かった。救助

は山岳警備隊員Ａの案内のもと、自分が当たることとした。登山パーティー

と要救助者発見後は、救助位置を決定し、自分たちが降下する直前に同機の

パワーチェック（ホバリングをするための出力余裕の確認）を岐阜県側で一

旦ホバリングすることにより行い、その後、降下目標地点に移動しホイスト

降下した。降下の高さは、いつもよりちょっと高く感じたので８０ftぐらい

だったと思う。降下後は、同機の離脱を待って要救助者のいるところに向

かった。

現場到着後は、要救助者の状況を確認し、エバックハーネスで吊り上げる

ことを同機に無線で伝え、吊り上げ準備が整った後、同機に再進入の指示と

このポイントでよいかとの確認を行ったところ、副隊長からは「了解、試み

る」の返事があり、長野県側から機首を北～北北東方向に向けて、崖の尾根

を越えて進入して来た。そして、要救助者の直上に来ると、高度を下げなが

ら北西方向に横進しながら一旦離れて行った。同機が自分から一番離れたと
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きには、機首方位はある程度自分の方を向いていたと思う。そして、再度こ

ちらに進んで来たのでホイストフック（以下「フック」という。）を注視し

ていると、フックが谷側から近づいてきたが、このときは、フック注視のた

め機体を見ることはできなかった。フックは、前後左右に約５ｍ程度振れて

なかなか取ることができなかった。機上から見てフックと自分の高さ関係が

分かりにくいだろうと思い、無線で「高さあと２ｍ降ろす」とか、「今同じ

高さ」とかの指示をした。すると、フックが突然見えなくなってしまう程に

「スッ」と谷側に下がったり、また、反対に「フワッ」と浮いたりした。そ

の後も振れはなかなか収まらず、自分の指示にもついて来られない感じで、

ふだんより時間がかかり過ぎていると思った。ガイドも手を出してつかもう

としたがつかめなかった。その後、ようやくフックをつかむことができ、要

救助者と自分のカラビナをフックにかけて確認し、巻上げを要求しようとし

たとき、ホイストケーブルが自分の後ろに回って体を巻くような感じになっ

て垂れて来た。垂れたホイストケーブルを自分の横に移し、吊上げの合図を

しようとしたとき、上で「バン」という音が聞こえ、すぐに上を見ると、薄

いもやの中に機体が横転したような不自然な姿勢でいるのが見えた。フック

は手放さなかったが、フックの上のホイストケーブルが「ブルブル」と左右

に揺れだしたので、すぐにフックをカラビナからはずして手放した。ヘリが

落ちていく光景は見ていない。同機が墜落した後は一瞬呆然としたが、その

後、墜落した方を見ると、機内の物が散乱しているのが見えた。緊急連絡を

しようと、無線で鍋平場外を呼んだが通じず、自分の携帯電話も圏外であっ

た。谷を降りていくと、下の方で機体が燃えているのが見えた。その後、上

に登って行くと、山岳警備隊員Ａが携帯電話で連絡をとっていた。

当日の天気は、最初の２名降下時は良かったが、救助中は薄いもやが通り

過ぎていたと思った。しかし、フックは見えていた。また、ホイストケーブ

ルの状態は、先端部分のフック付近に近づくにしたがって、岩壁から離れる

方向の谷側に流されていた。

ふだんのホイスト訓練は７０ftで行っていたが、このときはそれより高

かったと思う。また、フックを取ってからカラビナにかけたときのホイスト

ケーブルの余長の取り方は、ホイスト操作員が調整して余長をとっていると

いう感じであったが、その後のホイストケーブルの垂れ方は、機上で余長を

取ったというたるみ方ではなく、機体が下がったことによるたるみだと思っ

た。

なお、今回、北アルプスに行くことに違和感や恐怖感はなく、県警航空隊

ではなく自分達が行くのだという程度にしか思わなかった。
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(2) 山岳警備隊員Ａ

当日は、鍋平場外近くの奥飛騨交番に勤務していた。午後になって、高山

警察署からジャンダルム付近で救助事案が発生した旨の連絡があったので、

穂高岳山荘に事実確認をしたが、山荘側はその情報をつかんでいなかった。

しかし、山荘側から、必要であれば現場に向かうとの返事があったので、高

山警察署にその旨を折り返し伝えた。その後、高山警察署から、救助現場は

ジャンダルム付近で、６６歳の男性が登山中に倒れたため同機が出動すると

の連絡があり、山荘の従業員も現場に向かってほしい旨の依頼があったので、

すぐにその旨を山荘に連絡した。すると、山荘の従業員からは、同機ではな

く経験のある県警航空隊のヘリで救助に来てほしい旨を言われたので、高山

警察署にそのことを伝えたが、既に同機が出動したことを告げられ、自分も

鍋平場外で同乗して事情聴取と現場の写真撮影のために現場に向かうように

言われたので、すぐに鍋平場外に向かった。

鍋平場外で同機を待ち、着陸後に医師と消防吏員Ａが降機し、自分が搭乗

して離陸した。機長からジャンダルムの位置を聞かれたので、自分の案内で

現場に向かった。このときの天候は良好で視界も良く、山の稜線もはっきり

見え、正面奥にジャンダルムが見えた。ジャンダルム付近に到着すると要救

助者が確認できた。機長は山から離れ機体のパワーチェックを行った。

消防吏員Ｂと自分が救助、事情聴取及び写真撮影のため降りることとなり、

山の稜線を右に見ながら進入し、機長から「ここへ降りられますか」と確認

された後、消防吏員Ｂと共に降下し、要救助者の所へ向かった。消防吏員Ｂ

は要救助者に対し救助器具の装着等を行い、自分は現場の写真撮影を行った。

救助準備終了後、同機は長野県側から進入して来た。フックが降りて来たが、

前後左右上下に動いてなかなか安定せずキャッチできないでいた。しばらく

たって消防吏員Ｂがキャッチできたので、ダウンウォッシュを避けるため、

すぐに姿勢を低くして耐風姿勢をとった。ちょうどその直後だと思うが、

「ババン」という乾いた音が上方より聞こえたので、上を見ると、岩などの

細かな破片と一緒に同機が自分に向かって落ちてきた。自分も巻き込まれる

と思い身をすくめたが、同機は私の頭上を右上から左下に落ちていった。同

機はその後、岩壁に衝突して沢を滑るように下って行った。携帯電話で高山

警察署に連絡を取ろうとしたが、電波の関係ですぐにはつながらず、場所を

移動して１５時２４分に高山警察署に連絡できた。同機が墜落したのは１５

時２２分ごろだった。

(3) 山岳ガイド

今回の奥穂高岳縦走登山のツアーは、１０人のメンバーで行った。事故当
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日は、早朝に西穂山荘を出発し、西穂高岳、奥穂高岳を通って穂高岳山荘に

向かう予定だった。午後になって、奥穂高岳のジャンダルム付近を通過した

あたりで、パーティーの最後部を歩いていた人が突然倒れた。容体を確認す

ると心肺停止状態だったので、１１０番や１１９番にかけたがなかなか通じ

なかった。何度かかけるうちに１１９番にかかったので救助を依頼し、他の

メンバーは、少し先のコル付近で待機させた。しばらく待っていると穂高岳

山荘の人が２名来て、同機も飛来し、コルの近くに２名が降下して、私たち

のところに上がってきた。救助隊員が救助の準備をしている間に同機は見え

なくなったが、救助の準備ができた時点で再び進入して来た。同機は、機首

を奥穂高岳方面に向けていた。フックが消防吏員Ｂの近くまで降りてきたの

でつかもうとするが、谷の方に離れすぎたり、高さが上下して合わなかった

り、消防吏員Ｂも下からいろいろ合図をしているが、なかなかキャッチでき

ず５分ぐらいかかったと思う。また、最初機体は低く間近に見える感じだっ

たが、調整して高く上がったように感じた。この間、同機は特に大きく動揺

したことはなかったが、小刻みに動いていた。これはフックの位置調整のた

めに動いていたと思う。そして、消防吏員Ｂがフックをキャッチしたすぐ後

に上空で「ガーン」と音がして、岩くずなどと一緒に同機が真っすぐに落ち

てきた。

ホバリング中の同機に特に違和感はなかった。風は岐阜県側から吹いてい

たが強くなく、突風等もなかった。時折薄い雲がかかったりはしたが、救助

活動に支障になるほどの雲ではなかった。

(4) 山荘職員

山岳警備隊員Ａから電話連絡があり、ジャンダルム付近で救助事案が発生

したことと、今回は救助のために同機が出動することを知った。ジャンダル

ム付近は難所であり、経験豊富な県警航空隊の方が絶対によい旨を伝えたが、

結局同機が出動したとのことであった。

要救助者の位置特定や応援のために、他の山荘従業員と共に現場に向かい、

１４時４５分ぐらいに着いた。その後、同機が飛来し、消防吏員Ｂと山岳警

備隊員Ａの２名がホイスト降下し、こちらに上がって来た。このとき同機は、

テールブームを岩壁に向けてホバリングしていた。

救助準備終了後、消防吏員Ｂが同機を呼ぶと再びやって来た。ホバリング

しながらフックが降下してきたが、一回目と同様に岩壁側を背にしたホバリ

ングだった。フックは前後左右上下に振れて、消防吏員Ｂがなかなかつかめ

ず、５分くらいかかったように思った。ようやく消防吏員Ｂがフックをつか

んだが、ホイストケーブルが垂れてきたので、変に広がったりすると危ない
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と思い、手に取ってあまり広がらないようにした。３ｍぐらいは垂れてきた

と思う。その後、上空で「バン」という音がしたので見上げると、同機はす

ぐ右横を通り抜け、機首を下に向け沢沿いに落ちて行った。

ホバリング時の高度については、はっきりとは覚えてないが、ロバの耳の

頂上よりもちょっと低い位置で、去年県警航空隊がほぼ同じ場所でホバリン

グしたときは、もう少し高い高度だったと思った。この場所は、切り立った

断崖絶壁であるためヘリがホバリングするには不向きであり、可能であれば

要救助者を移動させる方がいいが、ここの登山道前後は、鎖の手すりがない

と滑落してもおかしくないような厳しい場所なので、動かすのは難しい。

(5) 登山ツアーのメンバーＡ

私たちは、倒れた人とガイドを除くメンバー８人と共にジャンダルムを正

面に見る位置のコル付近で待機していた。ヘリコプターは、最初、岐阜県側

から飛んできて旋回した後、私たちがいたすぐ近くに隊員２名を降ろし離れ

て行った。その後しばらくして、今度は長野県側から近づき現場上空でホバ

リングして、ホイストケーブルを降ろしたが、フックが揺れていたため隊員

はなかなかつかめないようだった。その間、ヘリコプターはずっとホバリン

グしていた。黄色の服を着た隊員が、自分から見て機体の左側から身を乗り

出すようにしていたのが見えた。その後、消防吏員Ｂはホイストケーブルの

先端をなんとかキャッチできたので、これで安心と思ったが、そのすぐ後に、

上空で大きな音がし、破片も落ちてきて、ヘリコプターのテールの部分がな

い状態で機首を下に真っ逆さまに落ちていった。

風は岐阜県側から吹いていて、ガスも岐阜県側から上がってくるように見

えた。ガスはあったものの、目の前の視界が遮られるような強いガスではな

く、消えたり発生したりしていた。ホバリング中にヘリコプターのエンジン

音に特に違和感は感じなかった。

(6) 登山ツアーのメンバーＢ

私は、皆と一緒にコルにいて、ロバの耳の方に向かって座っていた。救助

が始まって、やっと消防吏員Ｂがフックをつかんだので、「ああ、よかっ

た」と思った瞬間、「バラバラ」という音が聞こえた。ほぼ同時に、同機の

後ろ側のピンク色の部分が、はがれて折れそうな感じになり、ちぎれてこっ

ちに飛んでくるように見えたので頭を伏せた。「バラバラ」と音がしたとき、

正確には分からないが、同機はロバの耳の頂上よりも下の位置にいたと思う。

事故発生地点は、岐阜県高山市奥穂高岳通称ロバの耳付近（北緯３６度１７分１６

秒、東経１３７度３８分４１秒、標高３,１４８ｍ）で、事故発生時刻は１５時２２
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分ごろであった。

（付図１－１ 推定飛行経路図、付図１－２ 推定飛行経路図、付図４－１ 事故現

場見取図、付図４－２ 事故現場見取図、付図７ 各位置関係図、付図８ 同機の

吊上げ開始前ホバリングを行う時の進入図、写真１ 事故機、写真４ 要救助者現

場、写真１１ エバックハーネスとカラビナ 参照）

２.２ 人の死亡、行方不明及び負傷

機長、整備士Ａ及び副隊長の計３名が死亡した。

２.３ 航空機の損壊に関する情報

2.3.1 損壊の程度

大 破

2.3.2 航空機各部の損壊の状況

胴体及び操縦席 破損、焼損が激しく、原形をとどめていなかった。

メイン・ローター・ブレード（以下「ＭＲＢ」という。）

４枚とも破断していた。

エンジン 破損し、焼損していた。

テール・ブーム 約半分の位置で破断していた。

テール・ローター・ブレード（以下「ＴＲＢ」という。）

２枚のうち、赤色ブレードは、約半分の位置で破断してい

たが、白色ブレードには大きな損傷は見当たらなかった。

（写真５ 分離したテール・ブーム、写真６ ＴＲＢ、写真７ エンジン、写真８

ＭＲＢ 参照）

２.４ 航空機乗組員等に関する情報

機 長 男性 ５７歳

事業用操縦士技能証明書（回転翼航空機） 平成 ３ 年 ２ 月２６日

限定事項 陸上多発タービン

ベル式２１２型 平成 ９ 年 ９ 月２６日

第１種航空身体検査証明書

有効期限 平成２２年 ７ 月１２日

総飛行時間 ８,７９０時間０３分

最近３０日間の飛行時間 ２５時間１７分

同型式機による飛行時間 ２,７９１時間１５分



*2 地面効果外ホバリング可能最大重量：同機の飛行規程「第５章 航空機の性能ホバリング限界チャート（第

５－４図）」には、ヒーターのＯＮ／ＯＦＦ、気圧高度及び外気温度の組み合わせに対する地面効果外ホバリ

ングの可能な最大重量が示されている。本報告書において、当該重量を地面効果外ホバリング可能最大重量と

いう。なお、同規程には２種類の同重量が示されている。一方は、３,０００ft密度高度以下においてあらゆ

る方向からの３５ktまでの相対風向の中で十分なサイクリック及び方向操縦性が実証されたホバリング性能に

基づく重量であり、他方は、無風又は風向が危険風向範囲の外側にある時のホバリング性能に基づく重量であ

るが、本報告書では、前者の重量を示した。
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最近３０日間の飛行時間 ２５時間１７分

２.５ 航空機に関する情報

2.5.1 航空機

型 式 ベル式４１２ＥＰ型

製 造 番 号 ３６１２４

製造年月日 平成 ８ 年 ３ 月２２日

耐空証明書 第大－２１－２１４号

有効期限 平成２２年 ７ 月１２日

耐 空 類 別 回転翼航空機 輸送 ＴＡ、ＴＢ又は特殊航空機 Ｘ

総飛行時間 ５,１５０時間４０分

定時点検（25時間点検 平成21年9月11日実施）後の飛行時間 ０時間００分

（付図２ ベル式４１２ＥＰ型三面図 参照）

2.5.2 エンジン

No.1 エンジン No.2 エンジン Reduction Gear Box

型 式 P.&W.C.PT6T-3D 3117400-01 P.&W.C.3117180-01

製 造 番 号 ＣＰ－ＰＳ１４０２０７ ＣＰ－ＰＳ１４０２０６ ＣＰ－ＧＰ１１１０５

製造年月日 平成７年１１月１５日 平成７年１１月１５日 平成７年１１月１５日

総使用時間 ５,１５０時間４０分 ５,１５０時間４０分 ５,１５０時間４０分

2.5.3 重量、重心位置及び性能

事故当時、同機の全備重量は９,２８３lb、重心位置は縦方向で基準面後方

１４２.３in、機体対称面から横方向で右１.５inと推算された。

同機の製造者によると、地面効果外ホバリング可能最大重量
*2
は、高度１０,３２８

ft（ＭＲＢの痕跡があった高度）、外気温４℃、ジェネレーター１５０Ａ、ヒー

ターＯＮの条件において、９,３１８lbであり、事故当時の重量、重心位置はいず

れも許容範囲（事故当時の全備重量に対応する重心範囲、縦方向で基準面後方

１３３.４～１４３.３in、横方向で機体対称面から左４.５in～右４.５in）内に



*3 「危険相対風向範囲」とは、ペダル操舵及び縦サイクリック操舵に影響を及ぼす危険風向範囲である。
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あったものと推算された。

１５時０３分、同機が現場到着後２名を降下させた直前の全備重量は９,８４９

lbと推算され、地面効果外ホバリング可能最大重量を超えていた。１５時１９分、

同機が吊り上げ前に行っていたホバリング中の全備重量は９,３１８lbと推算され、

地面効果外ホバリング可能最大重量とほぼ同じであった。

同機のホバリング時の横風及び背風の最大許容風速は、密度高度１１,０００ft

（同機の飛行高度を約１０,３００ft、外気温は４℃としたときの密度高度チャー

トによる密度高度）では約２２ktであった。また、同機の危険相対風向範囲
*3
は、

機体の前方右側の３０°～９５°（ペダル危険風向）及び後方左側の１８０°～

２７０°（縦サイクリック危険風向）の範囲であった。

2.5.4 同機の飛行経過に伴う全備重量の変化

同機が岐阜飛行場を離陸して墜落するまでの間における全備重量及び残燃料の変

化を下表に示す。

同センターによると、同機の１時間当たりの平均消費燃料は７０９lb（平成２０

年度実績）であったので、下表の計算には、これを用いている。なお同センターで

は、日々の飛行における同機の１時間当たりの消費燃料は、安全値も含め７２０lb

として計算し運航していた。

(重量単位：lb)

時 刻 状 況 全備重量 残燃料

１４：０９ 岐阜飛行場離陸 １０,４８７ １,５６０

１４：３７ 高山場外離陸 １０,３１０ １,２２９

１４：５１ 鍋平場外離陸 ９,９９０ １,０６４

１５：０３ ２名降下直前の ９,８４９ ９２２

ホバリング

１５：１９ 吊り上げ開始前の ９,３１８ ７３３

ホバリング

１５：２２ 墜 落 ９,２８３ ６９７

2.5.5 燃料及び潤滑油

燃料は航空用ジェットＡ－１、潤滑油はＭＩＬ－ＰＲＦ－２３６９９であった。
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２.６ 気象に関する情報

2.6.1 概況

１１日１５時のアジア地上天気図によれば、日本付近は、東シナ海及び日本のは

るか東にある高気圧に広く覆われていた。

１１日０９時の８５０hPa（高度：１,５００ｍ）の天気図によると、風は、輪島

で西南西の風１５kt、館野で南西の風１０kt、７００hPa（高度：３,０００ｍ）の

天気図によると、輪島で西の風２５kt、館野で北西の風１０ktで、中部東海地方に

おいて露点温度は低く乾燥していた。また、気温と露点温度の差が３℃以下の湿潤

域は、両天気図からは中部東海地方において解析されていなかった。

１１日１５時２０分の名古屋のウィンドプロファイラーによる高度３,０００ｍ

付近の風は、西の風１５ktであった。

2.6.2 穂高岳山荘の天気

事故現場から北北東約７００ｍに位置する穂高岳山荘（標高２,９８３ｍ）の風

向風速計を用いた山荘職員による１４時ごろの観測によれば、風向は西風で、風速

は１０～１２kt、天候は良好で、ところどころに雲が見えたというものであった。

2.6.3 槍ヶ岳山荘の天気

事故現場から北約６kmに位置する槍ヶ岳山荘（標高約３,０００ｍ）の事故関連

時間帯の観測値は次のとおりであった。なお、当該時間帯における気温は約４℃で

あった。

平均風速 風向 最大瞬間風速 風向

15時10分 ４.０kt 西南西 １０kt 南西

15時20分 ５.０kt 西 １２kt 南西

15時30分 ５.０kt 南西 １０kt 西

2.6.4 山岳部の気象について

一般的に、山岳部では、昼間は谷から山へ、夜は山から平地へと変化する山谷風
やまたに

と言われる風の影響が強い。

日中の山岳傾斜部は、平地に比べて太陽光に対して垂直に近く、山の斜面は日射

による加熱で暖まりやすくなる。そのため、山の斜面上における気温のほうが、同

じ高度の谷間や平野部の気温より高くなり、暖められて軽くなった空気は山の斜面

に沿って上昇気流となる。そして、更に太陽高度が高くなると、谷間も日射により

暖められることで谷間の平均気温が平野部の平均気温より高くなることから、平野
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部から谷間を通って山頂に向かう。この風を谷風といい、この谷間の湿潤な空気が

上昇過程で冷やされて上空で雲を作る。

特に、標高が３,０００ｍを超すような山岳地（以下「山岳局地」という。）では、

上層の天気の影響を直接的に受けるため気象変動が激しく、地上摩擦の影響を受け

ない強い風や地形性の対流雲の発生などで急激な天気変化を伴うことがある。また、

これらの山岳局地の地形は、切り立った尾根やキレートと言われる尾根筋が深く切

れ落ちたところなど地形が複雑であることから、風がこれらの地形の影響を受けて

向きや強さを激しく変化させる。

2.6.5 ロバの耳付近の雲の発生状況

事故当日、奥穂高岳及び涸沢岳付近にいた複数の登山者が撮影した画像が、目撃

情報として岐阜県高山警察署に寄せられた。その画像情報によると、ロバの耳付近

において発生した１４時ごろから１５時１８分ごろまでの雲の状況は、以下のとお

りである。

１４時１７分～１４時３１分ごろ

奥穂高岳頂上付近より撮影された画像によると、ロバの耳頂上付近は、長野県

及び岐阜県側共に頂上付近を取り囲むように雲があった。

１４時４０分～１４時５７分ごろ

岐阜県側では沢から頂上にかけて雲は無くなり、長野県側では引き続き頂上近

くに雲が見られた。

１５時００分～１５時０４分ごろ

涸沢岳山頂付近より撮影された画像によると、薄い雲が岐阜県側のジャンダル

ム西方及びロバの耳の北東付近に出現していた。

１５時０６分～１５時０９分ごろ

涸沢岳頂上付近から撮影された画像によると、ロバの耳の岐阜県側から雲がか

かりだし、１５時０７分ごろにロバの耳付近は完全に雲に覆われ、その西側には、

積雲系の雲が頂上より高い高度で出現していた。しかし、１５時０９分ごろには

ロバの耳の岐阜県側は、中腹から頂上付近にかけて雲はなくなっていた。

１５時１４分～１５時１８分ごろ

奥穂高岳頂上付近より撮影された画像によると、ロバの耳頂上付近は薄い雲に

覆われ、１５時１８分ごろ白出沢樹林帯付近から撮影された画像でも、ロバの耳

付近は薄い雲がかかっていた。

（付図５ アジア地上天気図、付図６ 高層天気図、写真１０ 雲画像 参照）
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２.７ 事故現場及び残骸に関する情報

2.7.1 事故現場の状況

(1) 事故現場

本事故は、奥穂高岳ジャンダルムの北東にある通称ロバの耳付近で発生し

た。ロバの耳は頂上の標高が約３,１５２ｍで、頂上より北側に約９ｍのと

ころが崖となっており、その崖の頂部の標高は約３,１５０ｍで、東西方向
がけ

に延びていた。また、ロバの耳から北東（北穂高岳）方向は、いったんＶ字

に切れて、その後、山の尾根が続いており、その間は約１００ｍであった。

事故現場の岩壁の形状は、要救助者位置から南西側にある東西方向に延び

る岩壁（標高約３,１５０ｍ～３,１３６ｍ、以下「東西岩壁」という。）と

これに東側で接する要救助者位置から南東側にある南北方向に延びる岩壁

（標高約３,１３０～３,１２０ｍ、以下「南北岩壁」という。）とでＬ字を

成しており、要救助者がいた登山道は、上記２辺の岩壁がＬ字に囲っている

北東先端部にあり、その標高は約３,１０８ｍでロバの耳の頂上との標高差

は約４４ｍであった。

ＭＲＢの接触痕は、東西岩壁の頂部付近の北北西側突端部にあった。その

痕跡は、当該岩壁をＭＲＢで水平に打ったような跡となっていて、その他周

辺の岩壁を破壊した跡は見当たらなかった。また、ＭＲＢの先端部の金属片

が岩に張り付き、周囲にはブレードの破片が散乱していた。当該接触痕の標

高は約３,１４８ｍで、要救助者位置との標高差は約４０ｍであり、要救助

者がいた登山道の直上からＭＲＢ接触痕までの水平距離は約２１ｍであった。

また、ＴＲＢ及びテール・ブームの後半部分約４ｍが、ＭＲＢ接触痕の位置

から北東へ水平距離で約１１ｍ、標高約３,１２８ｍの地点（南北岩壁上）

に落下して岩にかかり、残りの胴体部分は、ＭＲＢ接触痕位置からほぼ真下

に約５０ｍ落下し、その後は、北側の谷の沢沿いに機体部品が散乱し、谷の

下方でエンジンを含む機体の一部（床構造部）が炎上していた。

要救助者直上から東西岩壁壁面までの水平距離は約１９ｍであり、同機が

要救助者位置の上空にいたとすると、同機のＴＲＢと東西岩壁壁面との水平

距離は約９ｍとなる。

(2) 要救助者のいた登山道

要救助者がいた場所は、崖と谷の間にある横幅約３ｍ、長さ約５ｍの急峻

な登山道で、標高は約３,１０８ｍであった。

(3) 残骸の散乱状況

同機は、墜落途上でテール・ブームの後半部と胴体とに分かれて落下して

いた。主な機体の散乱状況を、機体の墜落地点に近い、要救助者のいた場所



*4 同機は、４枚のＭＲＢに赤、青、オレンジ、緑の目印を付け、各ＭＲＢの識別をしている。ＭＲＢ青は、こ

のうち青の目印を付けているＭＲＢを指す。以下同じ。
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を基点にして記述すると、以下のとおりであった。

① ＭＲＢ青*4は、水平距離で約３８ｍの地点、標高は約３,０７０ｍ付近に

あった。

② 左ドアは、水平距離で約４２ｍの地点、標高は約３,０５５ｍ付近に

あった。

③ ＭＲＢ赤及びオレンジ並びに右カーゴドアは水平距離で約１５０ｍ、標

高約２,９６０ｍ付近にあった。

④ トランスミッション、メイン・ローター・マスト、ホイストモーター、

メイン・ドライブ・シャフト及びＭＲＢ緑は、水平距離で約１７０ｍ、標

高約２,９４０ｍ付近にあった。

⑤ エンジン及び機体構造底部は、水平距離で約２５０ｍ、標高約２,８７５

ｍ付近にあった。

（付図４－１ 事故現場見取図、付図４－２ 事故現場見取図、付図７ 各位置関係

図、付図９ ＴＲＢと東西岩壁との間隔図、写真２－１ ロバの耳（１）、写真

２－２ ロバの耳（２）、写真３－１ ＭＲＢによる打痕（１）、写真３－２

ＭＲＢによる打痕（２）、写真４ 要救助者現場 参照）

2.7.2 航空機各部の損壊の状況

(1) 胴体及び降着装置

胴体は、墜落時及び滑落時の衝撃による破損及び焼損が激しく原形をとど

めていない状態で、ドアは分離していた。

降着装置は、前部のクロスチューブが機体に取り付いていたが変形し、後

部は分離していた。また、スキッドは、両方とも破断分離していた。

(2) ＭＲＢ

ＭＲＢ青は、付け根から約２.５ｍ、約５.５ｍの部分で３つに破断し、先

端部の約１.５ｍは回収できなかった。ＭＲＢオレンジは、付け根から約４

ｍ、約６.５ｍの部分で３つに破断し、先端部の約０.５ｍは回収できなかっ

た。ＭＲＢ赤は、付け根から約２.１ｍ、約５.５ｍの部分で３つに破断し、

先端部の約１.５ｍは回収できなかった。ＭＲＢ緑は、付け根から約２ｍ、

約５.３ｍの部分で３つに破断し、先端部の約１.７ｍは回収できなかった。

なお、ＭＲＢ緑は、付け根から約２ｍがハブと共にメイン・ローター・マス

トに付いていたが、その他の青、オレンジ、赤のＭＲＢは、ヨークの部分で
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破断分離していた。

(3) エンジン

Ｎｏ.１及びＮｏ.２エンジンは、エンジンケースに変形はなかったが、空

気取り入れ口及び排気管は変形しており、外部は焼損していた。

Ｎｏ.１エンジンのガスプロデューサー・タービンは、ギアボックスの変

形により手回しすることができなかったが、ＢＳＩ（ボアスコープ検査）を

実施した結果、タービン・ブレードに異常はなかった。また、パワー・ター

ビンは拘束なく手回しすることができ、ＢＳＩにおいてもタービン・ブレー

ドに異常はなかった。

Ｎｏ.２エンジンのガスプロデューサー・タービン及びパワー・タービン

は、拘束なく手回しすることができた。また、ＢＳＩを実施した結果、いず

れのタービン・ブレードにも異常はなかった。

両エンジンの出力軸につながっているコンバインギヤボックスは、脱落し

ていた。

(4) トランスミッション及びマスト

トランスミッションは、サポートケースが破断し、マウントから分離して

いたが、拘束なく手回しすることができた。また、マストに損傷はなかった。

(5) メイン・ドライブシャフト

メイン・ドライブシャフトは分離していた。左右のアウターカップリング

は破断していた。また、トランスミッションとの結合を成すインナーカップ

リングが破損し、歯車が回転方向に欠けていた。

(6) テール・ローター・ドライブシャフト

テール・ローター・ドライブシャフトは、トランスミッション側との結合

を成す部分の歯車の一部が回転方向に欠けていた。また、シャフトは６本あ

り、これらのシャフトをハンガーアッセンブリで直列に結合させているが、

２本のシャフトがそれぞれの中心部付近でねじ切れるように破断し、他の４

か所はシャフトのカップリング部付近で破断していた。

(7) テール・ブーム

テール・ブームは、テール・スキッドから機首側に約３.７ｍのリベット

接合されていたところから破断分離していた。分離したテール・ブームの開

口面から後方約０.５ｍの所には、左側面上部から右側面上部にかけて外板

が破断していた。

分離箇所の詳細は、機体後方から前方に向かって右側面外板が右側に曲が

るように裂け、左側面上部は、左斜め上から叩かれたようなＶ字の屈曲と屈

曲部付近の外板の亀裂及び変形があった。開口面は、左側面及び右側面上部
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のリベット孔が割れていたが、下部及び右側面はリベットのみが飛んでいた。

また、上部のテール・ローター・マストカバーはつぶれ、擦過痕があった。

なお、底面はほぼ無傷であった。また、垂直安定板の下部は、ＴＲＢにより

切り裂かれていた。

(8) ＴＲＢ

ＴＲＢは、２枚のうち赤色ブレードが中央付近で破断していたが、残りの

白色ブレードには大きな損傷はなかった。なお、赤色ブレードは、垂直安定

板の下部を切断し、その内部にブレード先端部分を残していた。

(9) ホイストケーブル

ホイストケーブルは４か所で破断しており、その破断箇所は、フックのあ

る先端から約２６ｍ、約３６ｍ、約４４ｍ及び約４８ｍの位置であった。破

断面は、フックのある先端側から３カ所は引きちぎられたような状態となっ

ており、残りの１か所（約４８ｍの位置）はワイヤーカッターで切られたよ

うな破断面となっていた。また、ホイストケーブルが巻き取り部に約２８.２

ｍ残っていた。

（付図３ ベル式４１２ＥＰ型見取図及び損傷箇所、写真５ 分離したテール・ブー

ム、写真６ ＴＲＢ、写真７ エンジン、写真８ ＭＲＢ、写真９ ホイスト 参

照）

２.８ 医学に関する情報

岐阜県警察本部による解剖鑑定書によれば、機長の死因は外傷性心破裂であった。

また、血液からは、アルコール及び薬物は検出されなかった。

整備士Ａ及び副隊長の死因は、脳挫傷であった。

２.９ 人の生存、死亡又は負傷に関係のある捜索、救難、避難等に関する情報

事故後の負傷者等の救助状況については、岐阜県警及び長野県警からの情報による

と、次のとおりであった。

事故発生後、事故現場の山岳警備隊員Ａから同機が墜落した旨の通報が高山警察署

に入り、高山警察署を介して同センターに伝達された。

当該通報により、同センター所属若鮎Ⅰ号（ＢＫ１１７）（以下「１号機」とい

う。）、県警航空隊、長野県警察航空隊、富山県防災航空隊が救助のため現場に向かっ

た。１６時２３分ごろ長野県警察航空隊が最初に事故現場に到着し、１６時２９分ご

ろ、沢に散らばる同機の残骸や燃えている機体を確認し、１６時４１分ごろ、消防吏

員Ｂ、山岳警備隊員Ａ、要救助者の救助を開始し、１７時０４分に収容を終了、１７

時１６分鍋平場外に搬送到着した。
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県警航空隊は、１６時４１分ごろ、燃えていた機体から約２０ｍ程度離れたところ

に山岳警備隊員数名をホイストで降下させて鍋平場外に戻り、更に追加の山岳警備隊

員数名を、燃えた機体の上方約１００ｍの地点にホイスト降下させた。１７時０８分

ごろ、２回目に降下した地点より更に上方で同機の機長及び整備士Ａの２名を発見、

１７時１５分ごろ更にその上方で副隊長を発見した。１７時２３分ごろ、最初の２名

を収容し鍋平場外に搬送し、１７時４０分ごろ、もう１名を収容後鍋平場外に搬送し、

その後収容した３名を高山警察署に搬送した。１８時３６分ごろ、３名の死亡が確認

された。

２.１０ 組織及び管理に関する情報

2.10.1 地方公共団体が所有する消防防災ヘリコプターの現状

総務省消防庁によると、平成２２年７月現在で消防防災ヘリコプターを使用して

消防、救難活動を実施している地方公共団体は全国に５５団体あり、保有する航空

機は７２機である。また、操縦士の編成については、２名操縦士編成で運航する体

制をとっている団体が２７、１名操縦士編成で運航する体制をとっている団体が

２８となっている。

複数の地方公共団体の運航に関する規定（運航要綱及び緊急運航要領）を調査し

た結果、それらの多くは内容が岐阜県のものと類似していた。

2.10.2 岐阜県防災航空センター（同センター）について

同センターは、岐阜県危機管理部門防災課に属し、岐阜県各務原市（岐阜飛行場

内）に駐在基地が設置されている。

同センターには、防災ヘリコプターとして１号機及び同機の２機が配置され、１

号機は、民間航空会社に運航を委託する形で平成６年４月から、同機は自主運航機

として平成９年４月から、運航が開始された。また、平成１６年度からは、同機に

医師を搭乗させて救急現場に向かい、重傷病者の救命措置を行うドクターヘリとし

ての運航も開始していた。

同センターの運航体制は、「岐阜県防災ヘリコプター運航管理要綱」（以下「同要

綱」という。）に定められており、岐阜県職員である総括管理者、運航管理者、セ

ンター長、事務職員（１名）、操縦士（２名）、整備士（２名）及び各市町村消防本

部からの出向である消防吏員（１３名）で構成されていた。なお、同センターには、

これらのうちセンター長以下の１９名が駐在していた。

同機の運航は、上記岐阜県職員である操縦士及び整備士が当たり、１号機の運航

は、委託運航会社の社員である操縦士、整備士、運航管理者により行われていた。

消防吏員はそれぞれの航空機に分乗して業務を行っていた。

（付図１２ 岐阜県防災課防災航空センターの構成図 参照）
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2.10.3 運航管理について

１号機及び同機の運航管理等に関する事項は、同要綱に定められ、運航体制、運

航管理、安全管理等に区分し規定されていた。（抜粋）

第２章 運航体制

第５条 航空機の運航管理の総括は、危機管理統括監（以下「総括管理者」と

いう。）が行う。

第６条 航空センターの人事、予算、出納は、防災課長（以下、「運航管理

者」という。）が行う。

２ 運航管理者は、航空機の運航管理に関する事務を整理し、適正な運航

管理を行わせるため、必要な事務職員を航空センターに駐在させるもの

とする。

３ 運航管理者は、消防防災業務に従事させるため、必要な職員を航空セ

ンターに駐在させるものとする。

第７条 航空センターの指揮監督、航空機の運航管理に関する事務は、防災航

空センター長（以下「運航管理責任者」という。）が掌理する。

第８条 航空機を運航し、消防防災業務を行うため、航空センターに岐阜県防

災航空隊（以下「防災航空隊」という。）を置き、管理班、運航班及び

消防航空班並びに委託運航班で編成する。

１．（略）

２．運航班は、県職員の操縦士、整備士で構成する。

３．消防航空班は、県内消防本部から派遣された消防吏員で構成する。

４．防災航空隊に、防災航空隊長、防災航空副隊長を置く。

５．防災航空隊長及び副隊長は、消防航空班員の中から防災課長が指名

する。

第９条 防災航空隊長は、防災航空副隊長及び防災航空隊員を指揮監督して消

防防災業務の安全かつ効果的な遂行に努めなければならない。

第１２条 運航班の機長は、若鮎Ⅱにより運航管理業務及び消防防災業務の安

全かつ効果的な遂行に努めるとともに、航空機に乗り組んでその職務

を行う者を指揮監督する。

第１４条 運航指揮者は、防災航空隊長をもって充てる。ただし、防災航空隊

長が航空機に搭乗しないときには、運航管理責任者が航空機に搭乗す

る防災航空副隊長及び防災航空隊員の中から運航指揮者を指定する。

２ 運航指揮者は航空機に搭乗中、防災航空隊員を指揮監督して消防

防災業務の万全を期さなければならない。

第３章 運航管理

第１９条 航空機は、次に掲げる活動で、航空機の特性を十分に活用すること



*5 同要綱等の抜粋にかかる部分は、同要綱のとおり「出場」の語を使用しているが、他の部分については、同

義語で一般に使用される「出動」を使用した。
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ができ、かつ、その必要性が認められる場合に運航するものとする。

(1) 救急活動

ア 山村、へき地等からの救急患者の搬送

イ 傷病者発生地への医師の搬送及び医療器材等の輸送

（略）

(2) 救助活動

ア 河川、湖等での水難事故及び山岳遭難事故等における捜索・

救助

（略）

(3) 火災防ぎょ活動

ア 林野火災等における空中からの消火活動

（略）

(4) 火災応急活動

ア 地震、台風、豪雨等自然災害の状況把握及び情報収集

（略）

(5) 広域航空消防応援及び航空消防防災相互応援に基づく活動

(6) 災害予防対策活動

（略）

(7) 自隊訓練のための活動

(8) 一般行政のための活動

(9) その他総括管理者が必要と認める活動

第２０条 前条第１項第１号から第５号までに規定する活動のための運航(以

下「緊急運航」という。）については、次の要請、又は計画に基づき

出場*5 するものとする。

(1) 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第１条の災害に係る運航

については、市町村（消防事務に関する一部事務組合を含む）との協

定に基づく要請があった場合

（略）

第２１条 緊急運航は、通常運航に優先する。

２．運航管理責任者は、緊急運航を要する事態が生じた場合には、直ち

に航空機の出場について決定し、航空機の通常運航中にあっては通常

運航を中断し、緊急運航の実施について必要な指示をしなければなら

ない。
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第４章 安全管理等

第２５条 運航管理責任者は、航空関係法令及び国土交通大臣の定める航空

機の運用限界等指定書を踏まえ、消防防災業務の適正な執行体制及

び航空事故防止対策を確立し、安全管理の適正を期さなければなら

ない。

２．運航管理責任者は、消防防災業務の遂行に当たり、防災航空隊員

の任務及び分担業務の適正な執行を確保し、航空事故防止対策を講

ずる等、安全管理に万全を期すとともに、航空機等を格納する施設

の適正な管理を行わなければならない。

2.10.4 岐阜県防災ヘリコプター緊急運航要領

「岐阜県防災ヘリコプター緊急運航要領」（以下「緊急運航要領」という。）は、

防災ヘリコプターの緊急運航に関して必要な事項を定めるものである。（抜粋）

第７ 運航管理責任者は、第５に規定する緊急運航の要請を受けた場合には、災

害の状況及び現場の気象状況等を確認のうえ、出場の可否を決定し、（略）

2.10.5 岐阜県防災ヘリコプター緊急出場手続マニュアル

「岐阜県防災ヘリコプター緊急出場手続マニュアル」（以下「マニュアル」とい

う。）は、同要綱に基づき、防災ヘリコプターの出動要請に的確に対応できる体制

を整え、かつ迅速、的確な行動がとれるよう意図して出動手順等を定めていた。

（抜粋）

１ 第１報受信

◎運航管理責任者、防災航空隊長

・要請があった場合の出場の可否等を検討する。

(1) 要綱第２０条に基づく出場要請か。

(2) 有視界飛行での運航が可能か

２ 出場準備

◎運航管理責任者又は基地連絡員

・運航管理者に第１報を報告する。

(1) 原則として防災担当に電話により報告する。

◎防災航空隊長又は防災航空副隊長

・ 資機材、装備品の準備命令をする。

・ 使用する場外離着陸場等の確認をする。

(1) 地上支援部隊（関係消防本部）の確認

(2) 飛行ルートの気象条件の調査
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(3) 緊急運航出場要請内容の確認

・ 操縦士、整備士又は委託運航班（操縦士・整備士）に飛行準備の指

示を行う。

３ 出場要請受信

◎運航管理責任者又は基地連絡員

・電話及びＦＡＸ受信後、運航管理者に連絡する。

４ 出場決定

◎運航管理責任者

・出場の可否最終決定

・運航指揮者に出場の可否決定通知

◎基地連絡員

・出場要請のあった消防本部に出場可否通知（電話）

・必要に応じ県警航空隊へ連絡

◎防災航空隊長又は防災航空副隊長

・操縦士、整備士及び委託運航班（操縦士・整備士）と飛行前打ち合わ

せ

・搭乗員等に出場命令

５ 責任者不在の場合の対応

（略）

2.10.6 同機の共同運航について

(1) 岐阜県は、平成９年度から同センターにおいて運航を開始する予定であっ

た同機の扱いについて、県警航空隊との共同運航を予定していたことから、

同機を導入するに当たり、岐阜県と岐阜県警との間で、打合せ会議を持ち、

以下のように会議議事録が作成された。（会議議事録抜粋）

第２防災ヘリ運航に関する打ち合わせ 平成９年２月２４日

１.～４．（略）

５．運航時間について

安全運航を原則とし、今までの実績や必要時間を考慮し、年間３００

時間内で、再度担当レベルで調整する。ただし、北アルプス山岳救助は

警察側で行い、救急活動は防災航空隊員は行わない。（略）

６．協定書について

協定は締結しないが、両課長同士の要綱的なものを締結する。

７．（略）

８．その他



*6 同センターは、「申合せ」及び次ページの「運航及び管理要領」の締結当時、岐阜県総務部消防防災課に属

していたが、その後の組織改正で岐阜県危機管理部門防災課所属となった。

*7 「申合せ」の抜粋にかかる部分は、同申合せのとおり「警察航空隊」の語を使用しているが、他の部分につ

いては「県警航空隊」とした。
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救助活動については、要請が入りしだい協議し出動する。（略）

なお、上記５において「北アルプス山岳救助活動は警察側で行い、救急活

動は防災航空隊員は行わない」とされていることについては、県警及び県の

認識は以下のとおりである。

県警は、「同機導入時は、北アルプス山岳救助活動は全て県警が対応して

おり、同センターには山岳局地での活動ができる地上部隊が編成されていな

かった。また、北アルプス山岳救助活動は、ヘリコプターと山岳局地で活動

する山岳警備隊員との綿密な連携及び民間山岳救助隊の協力がなければ対応

できないことを認識していたが、同センターにはこうした経験やノウハウが

なかったことから、将来において十分な経験やノウハウが蓄積されるまでの

間、原則として県警が対応することを県との間で取り決められたものであり、

決して全ての同センターによる山岳救助活動を否定したものではない」と認

識している。

また県は、「上記５は同センターによる山岳救助活動を否定したものでは

なく、北アルプス山岳救助活動は原則として県警航空隊が対応するものの、

場合によっては防災ヘリコプターが対応することもあり得る」と認識してい

る。

(2) 岐阜県総務部長
*6
と岐阜県警察本部生活安全部長は、同機を共同で運航及

び管理するため、「岐阜県第２防災ヘリコプターの運航及び管理に関する申

し合わせ」（平成１０年６月１日施行、以下「申合せ」という。）を締結した。

（抜粋）

（運航管理責任者）

第４条 （略）

２ 防災業務に係わる運航については、岐阜県総務部消防防災課長

（以下「消防防災課長」という。）、警察業務に係わる運航について

は、岐阜県警察本部生活安全部地域課長（以下「地域課長」とい

う。）が、それぞれの運航管理の責任を負うものとする。

（相互協力）

第５条 防災航空隊及び警察航空隊*7は、航空隊の安全かつ効率的な運航

のため、相互に協力するとともに、緊密な連携の保持に努めなけれ

ばならない。
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（運航の実施）

第７条 航空機の使用に当たり、緊急に出動を要する事案が発生した場合

は、当該事案に係る業務が他の業務に優先するものとする。

この場合において、緊急事案が競合したときは、消防防災課長及

び地域課長（以下「両課長」という。）は速やかに協議するものと

する。

（指揮系統）

第８条 防災業務において、消防防災課併任の警察航空隊員が搭乗する場

合は、消防防災課長の指揮の下に活動するものとする。

２ 警察業務において、地域課併任の防災航空隊員が搭乗する場合は、

地域課長の指揮の下に活動するものとする。

（略）

(3) 岐阜県総務部消防防災課長と岐阜県警察本部生活安全部地域課長は、同機

の共同運航に関して、「岐阜県第２防災ヘリコプターの運航及び管理要領」

（平成１０年６月１日施行、以下「運航及び管理要領」という。）を締結し

ていた。（抜粋）

第４ （競合事案への対処）

捜索救助活動等競合する事案は、第一通報を受理した機関が対応

するものとする。

2.10.7 岐阜県防災課事務分掌について

防災課事務分掌表によると、防災課長は、課の総括に関することの主任であり、

センター長は、防災航空担当の総括に関すること、防災ヘリコプター運航管理全般

に関すること等の主任であり、同事務については、航空管理監である機長が、副主

任となっていた。また、航空管理監は、防災ヘリコプター運航管理に関すること、

防災ヘリコプターの災害時の支援連携の企画等に関することの主任となっていた。

2.10.8 同機の山岳捜索救助活動実績

同センターによると、平成９年度から平成２１年度（８月）までの間において、

同機による山岳捜索救助活動は、標高２,０００ｍ超から２,５００ｍまでが１回

（林道における１名操縦士での運航による出動でホイストを使用した救助）、

２,５００ｍ超が１回（乗鞍岳（ 畳 平 ）にある場外離着陸場に着陸した救急搬
たたみだいら

送）であり、ほとんどが１,０００ｍまでの山林での活動であった。

参考として、以下に県警航空隊の標高２,５００ｍ超での北アルプス（乗鞍岳を

除く）及び御嶽山・乗鞍岳の出動実績を掲載する。
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県警航空隊の標高２,５００ｍ超での出動実績表

年 度 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

場 所 ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

北アルプス（乗鞍岳を除く） 20 12 30 29 40 80 30 20 30 63 23 37 33

御嶽山・乗鞍岳 0 0 1 1 1 1 0 0 1 3 2 2 4

合 計 20 12 31 30 41 81 30 20 31 66 25 39 37

（県警航空隊まとめによる）

2.10.9 同機の山岳地での訓練実績

同機による標高２,５００ｍ以下の訓練は、山岳救助訓練としてホイストによる

吊り上げ訓練を行い、平成９年度～平成２１年度で２４３回、県内一円で実施して

いたが、ほとんどは、標高１,０００ｍ以下で行われていた。また、標高２,５００

ｍ超では、ホバリングのみの操縦訓練が行われており、その実績は以下のとおりで

ある。なお、平成９年度に実施した訓練は、県警航空隊との合同訓練で、同セン

ターの別の操縦士（以下「操縦士Ｂ」という。）による操縦訓練が１３回実施され、

そのうち穂高岳山荘ヘリポートへの着陸実績が３回あった。ただし、機長（平成９

年４月採用）は参加していなかった。

同機の標高２,５００ｍ超での訓練実績表

年 度 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

場 所 ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

北アルプス（乗鞍岳を除く） 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

御嶽山・乗鞍岳 0 5 5 2 1 1 0 0 0 0 1 0 0

合 計 13 5 5 2 1 1 0 0 0 0 1 0 0

（岐阜県まとめによる）

参考として、以下に県警航空隊の標高２,５００ｍ超での北アルプス（乗鞍岳を

除く）及び御嶽山・乗鞍岳の訓練実績を掲載する。

県警航空隊の標高２,５００ｍ超での訓練実績表

年 度 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

場 所 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

北アルプス（乗鞍岳を除く） 15 28 20 34 34 20 34 21 29 32 27 19 16

御嶽山・乗鞍岳 0 0 １ 0 3 1 3 1 １ １ 0 0 0

合 計 15 28 21 34 37 21 37 22 30 33 27 19 16

（県警航空隊まとめによる）
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2.10.10 県警航空隊の任務

県警航空隊の任務は、「岐阜県警察用航空機の運用に関する訓令」により定めら

れ、「例規通達」（平成６年３月２３日付け）において、岐阜県警察用航空機の運用

に関する趣旨、解釈、運用上の留意事項が明らかにされている。以下に上記「訓

令」及び「例規通達」を記載する。（抜粋）

(1) 岐阜県警察用航空機の運用に関する訓令

（任務）

第４条 航空隊は、警察本部長が毎年策定する航空業務計画に基づき、

航空機を運用して、警ら、救難救助及び警察業務の支援等を行う

ことを任務とする。

(2) 例規通達（平成６年３月２３日付け）

「救難救助」とは、遭難者の捜索救助、急病人の搬送、その他の人命救

助活動等を言う。

（略）

2.10.11 同機の運航に関する関係者の口述

同機を運航する関係者及び北アルプスの山岳救助に携わる関係者の口述は、以下

のとおりであった。

(1) 運航管理責任者（センター長）

事故当日、１号機は訓練に出動しており、同機は定期整備作業が終わった

ところで、飛行可能な状態にあった。勤務者は、運航管理責任者である自分、

機長、整備士Ａ、消防吏員４名、事務職員１名であった。

出動要請の第一報は、高山市消防本部からで、男性が北アルプスで倒れた

という救急要請であった。機長たちが、この報を受けて直ちに場所や気象等

について情報収集を行っていると、県警航空隊の隊員が来て、県警航空隊に

はまだ当該情報が入っていないと言っていた。すると、機長が副操縦士を県

警航空隊から派遣してもらいたい旨の打診をしていたように思う。その後、

要救助者が心肺停止状態で緊急を要すること、１号機が訓練中であること、

その他気象情報等の収集の結果を踏まえ、機長が２号機で行きますと言った

ので、自分はその出動を了承し、最終的な同機の出動を決定後、高山市消防

本部及び県庁防災課に連絡した。なお、出動決定の際に、改めて機長及び副

隊長との３者による出動の可否に係る協議はしておらず、ふだんから出動要

請の第一報が入ると、出動することを前提に情報収集を行い出動準備を進め

ていた。

同機の離陸後は、高山場外での医師の搭乗や鍋平場外での山岳警備隊員Ａ



- 29 -

の搭乗のための調整を飛行中の機長と無線で行った。また、防災課長から

「パイロットはどうして１名なのか」「県警航空隊は出動できないのか」と

いう問い合わせがあったので「もう１名の操縦士が休暇をとっていること、

１名操縦士での運航による出動は今までも行っており問題ないこと、県警航

空隊には出動要請が来ていないらしく出動できないこと」の説明をした。

同要綱上、航空機の出動の可否は、センター長である自分が最終判断する

ことになっているが、今回の救助現場である北アルプスのジャンダルム付近

がどのようなところなのかは知らず、北アルプスで発生した案件の対応につ

いて、過去に県警航空隊と打合せがされているとの認識もなかった。山岳救

助飛行はかなり実施していると認識していたが、今回のジャンダルムのよう

な北アルプス山岳局地ではなかったようだ。

自分は赴任して半年くらいであり、航空に関する知識はあまりなく、出動

の決定については機長や防災航空隊長等の判断に任せており、今回の出動も

機長の判断を追認したものであった。また、救助案件が発生すると、同セン

ターの操縦士と県警航空隊がいつも連絡を取り合っていたことについても、

このように連絡調整するのだなという認識程度しか持ち合わせておらず、こ

れまでも自分が中心となって調整したことがなく、十数年にわたって携わっ

てきている機長の判断に全て任せていた。

機長は、防災課事務分掌上は航空管理監として同センターの航空機の運航

管理を司るとともに、センター長を補佐する立場にあったことから、私とし

てもその意見を尊重していた。

(2) 運航管理者（岐阜県防災課長）

同機が北アルプスジャンダルムに緊急出動した旨の連絡を同センターから

受けた後、危機管理副統括監より、北アルプスに同機がパイロット１名で出

動したことについての経緯を聞かれたので、同センターに理由を確認し、同

センターが対応することとなった一連の経緯の説明を受けた。危機管理副統

括監は大変危険なところであると言っていたが、自分は北アルプスのジャン

ダルムがどのような場所であるかなどは知らず、専門知識のある操縦士や整

備士などがいる同センターにおいて、様々な情報をもとに出動を決定される

ことと認識していたため、同センターの判断を尊重すべきと考え、権限も同

センター以上の情報も持たない状況で出動を止める判断はできなかった。

自分は当時、防災課長になって半年くらいで、山岳救助に対する認識とし

ては、統計資料等で知ってはいたが、そこに北アルプスが含まれていないこ

とは知らず、北アルプスは県警が対応していることについても、特に明文化

された文書もなかったので知らなかった。

その後、墜落の一報が入った。
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(3) 高山市消防本部 消防長

事故当日の１３時３４分に松本消防局から、北アルプス奥穂高岳ジャンダ

ルムから１１９番通報があった旨の連絡が入った。概要は、「６６歳男性、

奥穂高岳ジャンダルムで登山中倒れた」というもので、すぐに同センターに

一報を入れた。同センターからは「山岳なので県警航空隊と協議する」との

返事を受けた。その後、１１９番通報をした山岳ガイドとコンタクトするた

め携帯電話に電話をかけたが通じなかったため、通話可能な松本消防局を通

じて情報収集に当たり、要救助者の位置情報（ＧＰＳによる位置情報で「北

緯３６度１７分０９.３２秒、東経１３７度３８分５１.４５秒」）や傷病の

詳しい情報等を入手し、同センターに連絡した。また高山警察署にも当該救

急要請の情報を通報した。

高山市消防本部の通信指令室員は、通常、災害通報を受信すると同セン

ターに第一報を入れ、同センターが県警航空隊と連携を取ることになってい

るものと認識している。また、地元の高山警察署への連絡は、申合せにより

連絡することになっているが、特に明文化した協定等はない。その後、１３

時５６分に同センターから同機が出動するとの連絡があった。

北アルプス山岳地で災害や事故を発見したのが山小屋に従事する人や民間

の山岳救助隊である場合は、古くからの信頼関係から、けが人や急病者で

あっても１１０番通報することが多く、登山者からの転落事故通報等につい

ても１１０番通報が多いのが現状であり、ほとんど警察が対応していたと

言っていい状況だった。

(4) 操縦士Ｂ

私は、同機が導入される以前に採用された。同機のライセンス取得訓練は

同センターで受けた。運航開始直後は、県警航空隊と共同で訓練を行ったこ

ともあり、北アルプスへは、そのときの訓練で出動したことがある。しかし、

機長は当時、限定変更訓練中であったことから、北アルプスでの訓練には参

加していない。またその後は、御嶽山（標高３,０６７ｍ）や乗鞍岳（標高

３,０２６ｍ）での高高度でのホバリング時の操縦操作や飛行性能の確認等

の訓練を行ってきた。なお、最近は緊急出動等が多くなり、これらの操縦訓

練も無くなっていたが、北アルプスの活動については県警航空隊が対応して

いたので、その山岳局地での訓練の必要性を感じることはなかった。

一般的に、高高度でのホバリングを実施するときには、高高度では空気密

度が小さいことからパワーに余力が少なくなるため、飛行中に風を感じなが

ら風向を見極め、なるべく風と正対するように機首を向けるよう注意すべき

である。また、やむを得ず横風や背風でホバリングするときは、ラダー操作
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が難しくなり機体が振れやすいので機体操作が難しくなり注意を要する。ホ

イスト操作時のホバリングは、障害物との関係において緊急待避経路の確保

とともに機体付近の障害物の見張りが重要である。通常、機体後方における

障害物の監視は、状況に応じて整備士（ホイスト操作員）又は消防吏員（安

全員）が行う。しかし、障害物とＭＲＢ先端までの安全間隔を正確に見極め

る感覚を身につけることは、３年任期の消防吏員には難しいと思う。ホイス

トを傾斜地の上空で使う場合によくあることだが、地面の傾斜により、ダウ

ンウォッシュが傾斜に沿って流されるため、ホイストケーブルがまっすぐに

降りず斜めになり、その分長めに繰り出さねばならず、長くなることで揺れ

方も大きくなる。したがって、ホバリングに無理が生じれば、一度仕切り直

したり、地上の救助者を移動させて行うこともある。また、山での救助活動

では、薄い雲に遭遇することもあり、距離感覚がとりにくくなる。そのため

視界が悪くなったときは、一定の目標を定めてその目標に張り付くように距

離感を保持して機体が動かないようにしなければならない。また、雲が上

がってくるような気象状況であれば、その場所は静穏ではなく気流の乱れが

生じていると思われ、特にそこが高高度であれば、航空機も限界近くのパ

ワーで運用していることもあるので、気流の影響で高度が一時的に下がろう

とした場合の修正操作では、オーバートルクを避け限界内で運用を実施する

ために、瞬時の修正操作が難しく対応に遅れを生じることもある。

出動時の飛行計画は、要請があった段階で医師の同乗や搬送先等が判明し

ていればそれに従うが、判明していない場合は、救助場所を経路に入れて、

岐阜ローカル（岐阜飛行場から救助場所経由岐阜飛行場）としてまず計画す

る。そして現場に出てからの情報や吊り上げた要救助者の容体から、無線で

同センターに経路や目的地、搭乗人数等飛行計画の変更を伝えるという方法

をとることもある。また、同機の重量、重心位置などの管理は、早見表（燃

料、搭乗する人員、資機材等あらかじめ分かっているデータを入れ、それを

高度別、気温別に作成したデータシート）を作成し、任意の時間における機

体重量や重心位置を事前に求めておき、その時々においてホバリングが可能

かどうかを判断するための目安となるデータとして利用している。しかし、

これはあくまで幅を持たせた事前のデータなので、実際には現場でのホバー

チェックにより飛行性能を確認して判断する。

同機の基地での待機燃料は１,６００lbとしている。これは、1時間３０分

のミッションが可能な燃料として搭載しており、残燃料は機体のデジタル燃

料計で読むことができる。また、高山市方面の経路上での燃料補給は、飛騨

エアパークに備蓄しているので可能である。
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(5) 同センターの整備士

整備士は、ホイスト操作を伴う訓練や救助活動のときは、ホイスト操作員

として業務を実施する。

過去における訓練や救助活動では、斜面や林、岩の出っ張った所で実施し

たことはあるが、３,０００ｍ級の山岳局地や壁面近くでの経験はない。

ホイスト訓練は、「ＢＥＬＬ活動マニュアル」（2.11.3に後述）のホイスト

降下救助訓練等の手順に沿って訓練を実施しており、実際の活動でもその手

順に沿った活動を行っている。したがって、ホイスト降下中に操縦士への目

標接近指示を行う場合についても、このマニュアルに沿って行っている。

ホイスト操作員と地上の隊員との連携は、フックを地上の隊員が取った段

階でホイストケーブルを少し送り出して（余長を取る）作業をしやすくする

が、出し過ぎると足で踏みつけることもあるので、その場その時の状況で判

断して調整している。特に岩場ではホイストケーブルを傷つけやすいので、

出し過ぎないように注意している。また、ホイスト操作員は、ホイストを降

ろしているときは現場の状況により機体の周囲を見ている余裕がないときが

あり、その際にはずっと下を見てホイストケーブルの張りや動きに神経を集

中させているので、他の乗組員が航空機と周りの障害物との間隔を見ること

となっている。訓練中もこのことには特に注意を払うようにしており、自分

からも積極的に声かけをして、二人が共に一点集中となってしまわないよう

にしている。ホイスト降下は、通常の訓練では７０ftぐらいで実施している。

(6) 防災航空隊長

当時は１号機で訓練に出ており、救助事案が発生し、県警航空隊と調整す

る旨の連絡を防災無線で聞いた。こちらからも１号機で対応可能である旨の

連絡を基地に入れたが、その後同機が出動することを無線で聞いて知り、そ

のまま訓練を継続し、１５時前に基地に帰り状況説明を受けた。その後、

１５時ちょっと過ぎだと思うが、同機よりこれから現場に入って降下する旨

の無線通報を聞いた。しかし１５分ぐらい経過しても終了の通報がないので、

１５時２０分ぐらいに再度通信を試みたが応答がなく、少ししてから墜落情

報が入ってきた。

消防吏員の日々の勤務体制はあらかじめ決められており、当日もその乗組

シフトに沿って出動した。我々は航空機で運ばれ、そこで活動することが任

務であるので、今までの出動でも、天候が理由の中止はあっても場所が理由

の中止はなかった。

私は、同センターに赴任して半年ぐらいになる。岐阜県の特徴はある程度

分かっていたが、今回の北アルプスのジャンダルムについては、あれほどの
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急峻な山岳局地という認識はなかった。また、今までの山岳救助訓練でも、

あのような山岳局地では行っておらず、低い山の樹林地帯での訓練だった。

北アルプスでの救助は、県警航空隊が長年対応してきており、同センター

は今まで積極的に関わってこなかったと思う。私がここに赴任して来てから

１１９番通報で北アルプスの急峻なところに出動したことはない。

通常は降下に際しては、機長も消防吏員も降下が可能かどうかを検討して、

安全な場所を選定して降りているので、今回もそのようにしていたと思う。

(7) 県警航空隊長

事故当日は、１３時からの名古屋での会議に出席していたが、県警航空隊

基地から、北アルプスのジャンダルムで心肺停止を起こした救急事案が発生

して、同センターが同機の１名操縦士での運航で対応するという連絡が入っ

た。大変危険で難しいところなので、県警航空隊員Ａに対して、県警航空隊

で対応できるよう高山警察署と高山市消防本部とで調整し要請を出してもら

うとともに、同センターに対しても県警航空隊で対応するので待ってもらう

ように調整するよう指示した。あわせて、岐阜県の危機管理防災課の危機管

理副統括監からも同センターでの対応を思いとどまらせるように助言しても

らおうと思い、連絡を入れた。

その後、同機が離陸した旨の連絡に続いて、１５時２５分頃、同機が墜落

したとの連絡が入った。すぐに県警航空隊基地に戻り、１６時ごろに岐阜飛

行場を飛び立ち、１６時３５分に鍋平場外に到着後、山岳警備隊員を搭乗さ

せ墜落現場に向かい、救助活動を実施した。

墜落捜索現場に到着したときの天候は悪くはなかったが、白出沢方面で、

ジャンダルムよりずっと低い所に雲が少しあった。風は、西の風４～６ktで、

救助作業は弱い背風で行った。

県警航空隊は、警察庁の通達に基づき、常に２名操縦士での運航を行って

いる。２名であれば、見張りも強化できるし、計器もチェックできる。また、

障害物の関係等からは、必要に応じ副操縦士でも操縦できる有利さもある。

なお、今回機長が県警航空隊員Ａに対して派遣の依頼をしたのは、県警航空

隊員は同センターとの併任発令を受けているためである。

山岳救助は、要救助者が非常に危険な容体になっている場合が多いが、そ

のために自分たちが慌てて向かうことも危険であるため、万全の体制で救助

に臨むべきと思っている。現場は急峻な地形で気象条件も厳しく、高度な操

縦技量が必要となることから、ホイスト救助が困難である場合は、傷病者を

より安全な場所に移動させたりするが、諦めざるを得ない場合もある。

県警航空隊の場合、現場の経験や現場の困難性、緊急度を考慮して隊員に
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対して出動命令を出している。

過去においては、北アルプス案件は管轄警察署から県警航空隊に即時連絡

が入っていたが、今回は警察ルートではなく防災航空センターより若干遅れ

て連絡が入ってきた。

(8) 県警航空隊員Ａ

機長から電話で「北アルプスのジャンダルムで人が倒れたという情報があ

り、高山市消防本部から救助要請があったが、県警航空隊には情報は入って

いるか」という確認があった。しかしこのときはまだ県警航空隊には情報が

入っていなかったので「高山警察署に確認するので待って下さい」と機長に

言い、高山警察署に当該情報について問い合わせたが、入ってないというこ

とだった。その後、少しでも情報を得るために同センターに行き、救助要請

がどちらから入ったかを再度確認していると、機長は、「長野県の松本消防

局から高山市消防本部を経て同センターに入った。同センターで対応するの

で、操縦士１名搭乗してもらえないか」と言われた。しかし、このような判

断は私の立場では即答できないことや、高山警察署でも現在情報の確認をし

ているところだったので「自分の一存では決められない。高山警察署で対応

を検討している。うちに要請が入ったら、うちは２名で行かなければならな

い」と機長に返答した。すると機長は「待っていられないのでこちらで対応

する」と言われたので、急いで事務所に戻り、会議に出席していた県警航空

隊長に報告すると、県警航空隊長から、「同センターでは対応が難しいと思

うので、高山警察署から高山市消防本部を経由して、県警航空隊で対応する

ので同センターでの対応を待ってもらうよう依頼してはどうか」という指示

を受けた。高山警察署に連絡してその内容を伝えていると、同機がエンジン

を始動したので、県警航空隊員Ｂを同機のところに行かせ、機長に対して待

つように依頼したが、機長は「待っていられない」と返答をして、出動して

行った。

２.１１ その他必要な事項

2.11.1 ホイストについて

同機に装備されているホイストケーブルは、ステンレス・スチール製で、全長

７６.２ｍ、直径約４.８mmで、最大吊り下げ荷重は６００lbs（２７２kg）である。

同ホイストの製造者によると、ホイストケーブルは、急激な張力により引かれても

巻取りドラムから引き出されることはまずないということであった。
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2.11.2 ホバリングについて

ホバリングとは、ヘリコプターが目標の上空で高度及び機首方向を変えず、静

止している飛行状態を言う。以下に操縦する上でのテクニック及び横風時や高

高度での注意点を記述する。

(1) ホバリング

（出典：社団法人 日本航空技術協会 「ヘリコプター・ハンドブック」

平成１６年）

ホバリングを開始するときは、できる限り機首を風に正対させて行う。

パイロットは、サイクリック・コントロールによりヘリコプターをある点

の上に保ち、コレクティブ・ピッチ・コントロールにより高度を維持し、ア

ンチ・ペダルにより一定方向の機首を維持する。全てのコントロールの適切

な調和のみがホバリング飛行を可能とする。したがって、機体の修正は、急

激過ぎず、動き出す前に素早く行うこと、また、オーバーコントロールを避

けるたにめわずかなプレッシャー・コントロールが肝要である。

ヘリコプターの姿勢は、地上との相対位置によって決定される。ホバリン

グするための姿勢は、風の状態、重心位置によって変化するが、パイロット

の経験によって知る独特の姿勢である。この姿勢が決定された後、その差を

知り、ヘリコプターがその場から動き出す前に必要な修正を行う。

ホバリングの高度は、一定の回転を維持するスロットルと合わせて、コレ

クティブ・ピッチを使って高度を保つ。ホバリング高度を維持するのに必要

なコレクティブ・ピッチの量は、風、密度、総重量によって異なる。

全舵の調和は強調しすぎることはない。一つのコントロールの変化は、そ

のコントロール、または他のコントロールの調和した修正が必要となる。ス

ムースで少なく、調和した修正を行ったときのみ、正確なホバリングとなる。

(2) ホバリング時の横風の影響、高高度でのテール・ローターの機能喪失、高

高度でのホバリングと機体重量について

（出典：鳳文書林出版株式会社 「ＦＡＡロータークラフト フライング

ハンドブック」 平成１３年）

① 横風の影響

ヘリコプターが左横風を受けながらホバリングすると、テール・ロー

ターの推力は周期的に変化してしまうので、機首方向の変化を防ぐため素

早いペダル操作を何度も繰り返し行う必要があり、この風を受けながら機

首方位を保つことはかなり難しい。しかし、修正操作さえ遅れずに行えば

大きな問題とはならないが、度重なるペダルの操作が必要なため機首方向

を保つために必要な修正に対する集中力が途切れたり、オーバーコント
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ロールをしてしまえばテール・ローターの機能喪失に結びついてしまう可

能性がある。

② 高高度でのテール・ローターの機能喪失

ヘリコプターのホバリング限界は、テール・ローターの発生できる推力

及び利用できる出力の限界で決まる。また、高高度になると空気は薄くな

るためテール・ローターの推力と効率も低下してしまう。したがって高高

度で機体重量の重い状態でホバリングする場合は、テール・ローターは方

向を保つために必要な十分な推力を発生できなくなる可能性があり、テー

ル・ローターの機能喪失を起こす可能性があることから、このような高高

度でホバリングするときは、機体重量を軽くするか、密度高度の低い状態

のみに限らなくてはならない。

③ 高高度でのメイン・ローター回転数の低下

機体重量が重く、気温が高かったり密度高度が高いような場合、スロッ

トルを全開にしてもローター回転数が低下する可能性がある。これは、

ローター・ブレードの仰角がかなり大きくなっていて、それに伴う抗力も

大きくなり、エンジンはこれに打ち勝ち、回転数を常用範囲に保つ出力を

出せなくなっていることを意味する。ローター回転数が低下すると、ロー

ター・ブレードの揚力を発生する能力はかなり低下する。

また、メインローターの回転数の低下によりテールローターの回転数も

低下することから機首方位を保つために必要な推力を発生できなくなって

しまう。

2.11.3 ＢＥＬＬ活動マニュアル

防災航空隊員は、航空機からホイスト降下訓練等を行う場合、同センターが制定

した「ＢＥＬＬ活動マニュアル」に沿った流れの中で、その都度各隊員の発声とと

もに行動し、周囲はその発声により安全の確認を行っており、実践においても同じ

手法により実施されている。また、機内での隊員の配置は、ホイスト操作員と安全

員は、キャビンの右側ドア付近にいて、安全員は機長席の後方に、ホイスト操作員

はキャビン後方に安全員と向かい合う位置にいて、それぞれの作業をその手順に

沿って行っている。以下に、同機が再進入を開始しフックを降下させ、地上の消防

吏員がフックをつかみ巻き上げを開始するまでの手順を示す。（抜粋）



*8 「地切り」とは、地上の救護者を吊り上げるときに、地上から離れる瞬間のことをいう。
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ＢＥＬＬ活動マニュアル

ホイスト降下エバックハーネス救助訓練

操縦士 安全員 降下員 ホイスト操作員 注意事項

地上作業が完了した

降下員の手信 ならば、機体に対し

号又は、無線 再進入の手信号又は

連絡を受けて 無 線 機 に て 連 絡 す

操縦士に「再 る。 ホイストフックを降

進入」と告げ 下させフックの降下

る 状況を操縦士に告げ

ながら直上誘導を実

施する。必要に応じ

位置修正を行い、フ

再 ックの降下状況を操

進 縦士に告げる。

入

「フック到着まで○

ｍ」、「キャッチ」、

「余長取る」、降下

機内から右側 員の手信号を受けて

の安全を注視 フックをキャッチし 「 停 止 」「 余 長 ○

する。 た な ら ば 余 長 を と ｍ」と告げる」

り、余長がおおむね

３ ｍ 程 度 に な っ た

ら、ホイスト操作員

に停止の手信号を送

る。

機内から右側 フックにエバックの

要 の安全を注視 カラビナと自己アン 余長巻き上げ手信号

救 する。 カースリングのカラ を受けて、「余長巻

助 ビ ナ を 取 り 付 け た き上げ」と告げワイ ホイスト操作員は、

者 後、取り付け状況を ヤーを巻き上げる。 地切りする位置が正

吊 確認し余長の巻き上 「テンションがかか しくなければ位置を

り げの手信号を送る。 る」と告げ、降下員 修正した後に地切り
*8

上 の手信号を受け「一 させる。

げ 旦停止」と告げる。

（略） （略） （略）

（付図１１ 隊員の乗務位置図 参照）
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2.11.4 消防組織法

市町村の消防の管理及び都道府県の航空消防隊の設置並びに消防庁長官の助言、

勧告及び指導に関し、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）では以下のとおり

定められている。（抜粋）

（市町村の消防の管理）

第７条 市町村の消防は、条例に従い、市町村長がこれを管理する。

（都道府県の航空消防隊）

第３０条 前条に規定するもののほか、都道府県は、その区域内の市町村の長の

要請に応じ、航空機を用いて、当該市町村の消防を支援することができ

る。

２．（略）

３．都道府県知事は、第一項の規定に基づく市町村の消防の支援のため、

都道府県の規則で定めるところにより、航空消防隊を設けるものとする。

（消防庁長官の助言、勧告及び指導）

第３７条 消防庁長官は、必要に応じ、消防に関する事項について都道府県又は

市町村に対して助言を与え、勧告し、又は指導を行うことができる。

３ 分 析

３.１ 乗務員等の資格等

機長は、適法な航空従事者技能証明及び有効な航空身体検査証明を有していた。

３.２ 航空機の耐空証明等

同機は、有効な耐空証明を有しており、所定の整備及び点検が行われていた。

３.３ 事故当日の気象状況と事故現場の気象状況

2.6.1に記述したとおり、アジア地上天気図によれば、日本付近は広く高気圧に覆

われ、安定した気圧配置となっていた。風向風速は、名古屋のウインドプロファイ

ラーによる観測では西風が１５ktであったが、2.6.2及び2.6.3に記述したとおり、事

故現場付近２か所の山小屋の観測では南西～西の風が５～１２ktであったことから、

各観測点の風速を平均すると、当時の事故現場付近の風速は約１０ktで、風向は西風

であったものと推定される。なお、2.1.3(3)の口述によると、風は岐阜県側から吹い

ていたが強くはなく、突風もなかったことから、当時事故現場付近で突風は吹いてい
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なかったものと推定される。

2.6.1に記述したとおり、８５０hPa及び７００hPaの高層天気図における解析では、

湿潤域は中部東海地方にはなかったことから、同地方は、積乱雲の発生を伴うような

激しい擾 乱を起こす気象状態ではなかったものと推定される。2.6.5に記述したよう
じようらん

に、１４時ごろから１５時３０分ごろまでの間、事故現場付近の頂上及びロバの耳の

岐阜県側において雲の消長が繰り返されていたことから、2.6.4に記述した山岳部で

起きる谷風により上昇流が発生していたものと推定される。なお、岐阜県側の斜面で

は、時々雲が消える時間もあったが、2.6.1に記述したとおり、７００hPaの天気図に

よると、中部東海地方は露点温度は低く空気は乾燥していたことから、卓越風である

乾燥した西風の影響で一時的に雲が消えたものと推定される。

以上のことから、事故現場付近では、西からの卓越風に加え上昇気流等があり、こ

れらの気流が当地の切り立った崖や谷等の複雑な地形に影響されて、より複雑に変化

する山岳局地特有の気流の乱れを生じていたものと推定される。

３.４ 同機の機首方位の選定及びホバリングの位置並びに高度

2.10.11(4)の口述及び2.11.2(1)に記述したとおり、ホバリングは操縦を容易にし

機体を安定させるため風に正対して行い、緊急退避経路を障害物の反対側に確保する

ことと障害物の見張りが重要となる。しかし、2.1.2の記述及び2.1.3(3)(4)の口述に

よると、機長は、２名が降下したときや吊上げ開始前におけるホバリングの際の機首

方位を北北東としている。３.３に記述したとおり、事故現場付近は西風であったた

め、同機は左からの横風を受けていたものと推定されるが、機長は、同機が１名操縦

士の運航であったため、機長側で障害物となる岩壁の見張りを行えるよう、正対風で

の機体の安定性より障害物である岩壁の見張りと緊急待避経路の確保を優先したもの

と考えられる。

2.1.3(3)の口述によると、吊上げ開始前ホバリング時の同機の最初の高度は低く感

じたが、その後高くなっていったと述べていることから、当初機長は、同機の吊上げ

開始前ホバリング時の開始高度を２名が降下したときのホバリング高度と同程度の約

８０ftで実施しようとしたものと考えられる。しかし、その後機長は、フックが消防

吏員Ｂに届くようにするためには機体をより東の南北岩壁に近づけなければならず、

2.7.1(1)に記述したとおり、当該高度では南北岩壁と高度がほぼ同じになること、ま

た、機首を北北東に取っているため東西岩壁と尾部とが近づき（ＴＲＢと岩壁との距

離は約９ｍ）機長からは死角となることから、同機の高度を上げたものと考えられる。

なお、その高度は、2.7.2(9)に記述したとおり、送出されたホイストケーブルの全長

（消防吏員Ｂがフックをつかんだ後に送出された余長も含む。）が４８ｍで、要救助

者位置の標高が３,１０８ｍであり、この標高にホイストケーブル全長を単純に加え
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ると３,１５６ｍとなる。しかし、ダウンウォッシュによりホイストケーブルが幾分

流されていることや余長分を含んでいることを考慮すると、ほぼロバの耳の頂上

（３,１５２ｍ）付近の高度でホバリングしていたものと考えられる。

３.５ ダウンウォッシュの影響

2.10.11(4)の口述にあるとおり、ダウンウォッシュは地形の傾斜に沿って流れるの

で、ホイストケーブルは、繰り出しが長くなると揺れが大きくなる。事故現場の地形

は、東西岩壁と南北岩壁に囲まれ、その反対の北側は谷となって開けていることから、

同機のダウンウォッシュは、四方に拡散することなく一部は壁に沿って流れ、最終的

には北側の谷に向かって収束し、より強い流れを作ったものと考えられる。したがっ

て、同機のホイストケーブル及びフックは、その影響を受けて谷側に流され消防吏員

Ｂの前（西側）を揺れていたものと考えられ、更に高度を上げたことでホイストケー

ブルの送出距離が、2.10.11(5)の口述にあるとおり、通常の訓練時における長さ（約

２１ｍ）の倍以上にあたる約４８ｍ（余長を含む）となり揺れが大きくなって、フッ

クの受け渡しに５分近くの時間を要したものと考えられる。

３.６ 同機のホバリングから岩壁への接触の状況

2.1.3(1)及び(4)の口述によると、消防吏員Ｂがフックをつかんだ後に巻き上げを

要求しようとしたところホイストケーブルが垂れてきて、その後、上空で「バン」と

いう音がし、同機が墜落した。2.11.3に記載したＢＥＬＬ活動マニュアルによると、

ホイスト操作員はフックが取られた後は余長を取り、その後は地上からの巻上げ合図

により吊上げを開始することから、吊上げ直前に更なるホイストケーブルの送出はし

ない。また、ホイストケーブルの垂れ方も消防吏員Ｂの体の後ろに回ったり地面に広

がったりしており、機上でホイスト操作員がコントロールしたものではないと推定さ

れる。したがって、ホイストケーブルが垂れてきたことは同機の高度が下がったため

と考えられることから、同機は、まず高度が下がり、その後ＭＲＢが岩壁に接触した

ものと推定される。

同機の高度が下がりその後岩壁に接触したことは、３.３に記述した山岳局地特有

の気流の乱れの影響を受けて機体が低下した可能性が考えられる。2.10.11(4)の口述

によると、ホバリングは、一定の目標を定めてその目標に張り付くように距離感を保

持し動かないようにしなければならないとしている。同機のホバリングしていた位置

から見える目標物は、谷を挟んで約１００ｍ先にある山や同機の操縦席から数十メー

トル右下方に見える南北岩壁であったと考えられる。さらに、2.1.3(3)の口述及び

2.6.5の記述によると、ロバの耳頂上付近は薄い雲に覆われていたことから、機長は、

同機の高度が下がって機体が動いたときに、最初のホバリングで捉えていたと思われ
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る目標（谷向こうの山）との距離感の保持が困難となり、位置及び高度の修正が正確

にコントロールできなくなったために、機体が後方へ移動しＭＲＢが岩壁に接触した

可能性が考えられる。

また、2.5.3及び2.5.4に記載したとおり、１５時０３分での２名降下直前のホバリ

ングでは全備重量が地面効果外ホバリング可能最大重量を超え、１５時１９分ごろの

同機の吊り上げ開始前ホバリング実施時の全備重量は、地面効果外ホバリング可能最

大重量とほぼ同じ重量であった。2.11.2(2)②に引用したように、ホバリング限界は

テール・ローターの発生できる推力及び利用できる出力の限界で決まり、特に高高度

で機体重量が重い状態ではテール・ローターが機能喪失を起こす可能性があるとされ

ており、このような場合には方向の維持が困難になることが考えられる。さらに、

2.11.2(2)③に引用したように、ヘリコプターが高高度（密度高度が高い）で飛行性

能を超えるような機体重量でホバリングを行うと、スロットルが全開であってもメイ

ン・ローター回転数が低下する可能性があるとされており、このような場合には機体

の高度が下がることが考えられる。したがって、同機の高度が下がり岩壁に接触した

ことは、同機の事故当時の全備重量が地面効果外ホバリング可能最大重量とほぼ同じ

であったことに加えて、2.7.1(1)及び３.３並びに３.４に記述したとおり、高高度で、

山岳局地特有の気流の変化や横風等のエンジン出力や飛行性能に影響を及ぼしやすい

不利な条件下での飛行であったことから、エンジン出力不足などによって機体が降下

し、機首方位の維持も困難となって岩壁に接触した可能性も考えられる。

なお、同機の後方への移動距離は、同機が要救助者上空にいたとして付図１０の地

図上で水平距離を測定すると約１５ｍであった。ただし、ダウンウォッシュの影響を

受けてフックが機首方向に流されていたと考えると、同機のホバリング位置は、要救

助者上空よりは幾分後方（南西側）であったと考えられることから、後方への移動距

離は約１５ｍより短いものと考えられるが、その数値を明らかにすることはできな

かった。

2.7.2(2)に記述したとおり、ＭＲＢの損壊は先端部で顕著であった。2.7.1(1)に記

述したとおり、ＭＲＢの接触痕は、東西岩壁の頂部付近の北北西側突端部にあり、

ＭＲＢ先端部の金属片が岩に張り付いており、当該岩壁を水平にＭＲＢで打ったよう

な跡となっていたことから、同機のＭＲＢ先端部が当該岩壁に接触したものと推定さ

れる。また、同機のＭＲＢの半径が約７ｍであったこと、接触痕が東西岩壁の頂部付

近の北北西側突端部にあったことから、同機が岩壁に接触したときの位置は、接触痕

のあった岩壁から北北西の方向に約７ｍ離れた付近で、高度は約３,１４８ｍであっ

たものと推定される。また、風（西の風で約１０kt）は、同機の危険風向範囲内で

あったが、最大許容風速内であったものと推定される。
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３.７ テール・ブームの破断と分離

2.7.2(7)に記述したように、分離したテール・ブームは、左側面上部から右側面上

部にかけて外板が破断しており、テール・ローター・ドライブシャフトも同じ線上で

破断し、特に左側面上部は、Ｖ字に屈曲し、屈曲した付近の外板も亀裂及び変形が

あった。また、右側面の外板は、同機の進行方向に向かって右側に曲がるように裂け

ていた。なお、付近の岩壁に同機のテール・ブームが接触したり、衝突した痕跡はな

かった。

以上のことから、ＭＲＢの右側回転面が岩壁に接触したため、トランスミッション

が後方に傾き、同時にＭＲＢが破損して、正常な回転を保てなくなったことにより、

ＭＲＢがテール・ブームの左側面を強打したため、テール・ブームが破断したものと

考えられる。なお、当該テール・ブームが東側の岩壁にまで飛んだことは、ＭＲＢが

岩壁に接触したときの反トルクの作用で機体が右回転したことにより、破断したテー

ル・ブームが東に向く過程で分離したことによるものと考えられる。

３.８ 機体及びエンジン

2.7.2(3)に記述したとおり、回収した同機のエンジンは、Ｎｏ.１エンジンのガス

プロデューサー・タービンのギアボックスが墜落時の衝撃で変形していたため手回し

できなかったことを除き、その他は拘束なく手回しすることができ、ＢＳＩにおいて

も各タービン・ブレードに破損等の異常はなかった。また、2.1.3(3)の口述にあると

おり、ホバリング中の同機の飛行に違和感は感じられなかった。これらのことから、

同機のエンジンは正常に動作しており、機体にも異常はなかったものと考えられる。

なお、火災は、墜落時の衝撃により発生したものと推定される。

３.９ 同機の出動の決定と運航管理について

2.10.3に記載した同要綱及び2.10.4に記載した緊急運航要領によると、センター長

は、運航管理責任者として同センターの指揮監督をし、航空機の出動の決定を行うこ

ととされていた。また、2.10.11(1)の口述では、事故当日の同機の最終出動決定は、

機長の判断を了承する形でセンター長が行ったとしている。センター長は、自身には

航空の専門的知識や経験がなく、また、山岳救助出動実績の内容に北アルプス山岳局

地が含まれていないことを認識していなかったことから、同センターの出動実態を詳

細に把握できていなかったものと考えられる。

他方、機長は、航空管理監として防災ヘリコプターの運航管理に関することの主任

であり、センター長の行う防災ヘリコプター運航管理全般の事務に関して副主任で

あった。また、2.1.1の経過及び2.10.11(1)の口述から、機長は、航空の専門家とし

て、また、航空管理監としてセンター長を補佐すべく、県警航空隊との調整等を行い、
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同センターにおいて主導的な立場で行動していたものと考えられる。

これらのことから、同センターにおいては実質的な出動判断を機長が担っていたも

のと考えられ、センター長は、これらを追認する形で出動を決定し、県庁防災課に報

告していたものと考えられる。

2.10.11(2)の口述によると、運航管理者である防災課長は、同センターに対して出

動の決定の経緯等についての説明を求めたが、本件救助現場についての知識がなかっ

たこと、山岳捜索救助活動実績に北アルプス出動が含まれていなかったとの認識がな

かったこと、北アルプスは県警航空隊が対応する地域であるとの認識がなかったこと、

現場である同センターの専門家による決定で、その判断を尊重したことから、出動の

中止を指示しなかったものと考えられる。なお、2.10.3に記述したとおり、同要綱に

防災課長に同機の出動の可否を決定する権限規定が欠けていたことから、同センター

への中止の指示を行わなかった可能性も考えられる。

以上のように、同要綱及び緊急運航要領には運航管理者が同センターの出動の可否

をチェックする規定が設けられておらず、また、運航管理者や運航管理責任者に対し

て航空に関する専門的知識や経験を要求する規定がなく、同センターの責任者として

機長以外に出動についての判断ができる者がいなかった。これらのことから、同要綱

及び緊急運航要領は、2.10.1に記述したとおり、他の地方公共団体と内容が類似して

はいたものの、同機の安全運航を確保するための適切な規定が設けられていなかった

ものと考えられる。

３.１０ 同機の飛行計画と全備重量

２.１に記述したとおり、同機の飛行計画は、当初西穂高の救助現場を経由地とし

た岐阜飛行場の往復で計画し、離陸後高山場外、鍋平場外での人員乗降のために計画

を変更していたことから、飛行計画の変更に伴う重量、重心位置等についても再確認

が必要となる。2.10.11(4)の口述によると、同センターでは飛行計画の作成に当たり

要請があった段階で詳細が判明していない場合は、出発段階で収集できたデータによ

りあらかじめ目安となる機体の重量、重心位置を示す早見表を作成し、飛行を開始す

ることもあるとしている。このことから、本運航においても機長はそのような方法に

より飛行を開始したものと考えられるが、機長が作成したと思われる早見表は事故後

発見できなかったことから、その詳細を明らかにすることはできなかった。

2.5.4の表は、同機の全備重量及び残燃料の変化を示したものである。１５時０３

分、同機が救助現場付近で２名をホイスト降下させた直前の全備重量が９,８４９lb

であったことから、2.5.3に記述した当該高度での地面効果外ホバリング可能最大重

量は超えていたものと推定される。また、その後の１５時１９分ごろの吊上げ開始前

のホバリング中においては、３.４に記述したとおり、ロバの耳頂上付近にいたと考
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えられるが、そのときの全備重量は約９,３１８lbと、当該高度付近での地面効果外

ホバリング可能最大重量とほぼ同じであったものと推定される。

２.１に記述したとおり、機長は、岐阜飛行場を離陸後、鍋平場外で山岳警備隊員

Ａを搭乗させるため飛行計画の変更を行った際に燃料搭載量を１時間２９分として通

報していた。この燃料は2.5.4に記述した、同センターの日々の飛行において使用し

ている消費燃料量７２０lb／hから計算すると約１,０６８lbとなり、この近辺の数値

が同機のデジタル燃料計器に示されていたものと推定される。したがって、機長は、

当該燃料計及び早見表により全備重量を推算することは可能であったと考えられるが、

その後、地面効果外ホバリング可能最大重量を超えるホバリングを行っていた。この

ことについては、機長は、救助現場でパワーチェックを行うことにより、十分なホバ

リング性能が得られるかどうかをトルクメーター（ＴＯＲＱＵＥ）及びガスプロ

デューサー・タービン回転計（Ｎ１）並びに中間タービン温度計（ＩＴＴ）の計器に

より確認し、その指示が許容値内にあるかどうかを確認し、また、サイクリック・コ

ントロール・レバーやラダー・ペダルの可動範囲の余裕度を考慮して、２名降下のた

めのホバリングの実施を判断をしようと考えていた可能性が考えられる。また機長は、

パワーチェックの結果、計器指示が許容値内にあること等を確認できたことから、ホ

バリングを実施したものと考えられる。

しかし、2.11.2(2)③に記述したとおり、ヘリコプターが飛行性能を超えるような

全備重量で高高度のホバリングを行うことは、飛行に重大な問題を引き起こしかねな

いことから、本救助現場のような高高度でのホバリングを計画するときは、たとえ緊

急出動であっても、ホバリング実施時の全備重量を事前に正確に計算し、離陸前の燃

料調整を適正に行う必要がある。したがって、今回の飛行計画は、場外離着陸場での

離着陸や燃料管理の面からも準備不足であったものと考えられる。

３.１１ 操縦士の編成

2.10.11(1)及び(8)の口述によると、今回の同機の出動については、副操縦士の応

援について県警航空隊からの回答が得られなかったにもかかわらず出動を急いだこと、

同機は１人での操縦が可能な航空機で過去においても１名操縦士での運航を行った実

績があること、また、同要綱等には操縦士の搭乗人数に関する規定がなかったことか

ら、機長は１名操縦士での運航で出動した可能性があると考えられ、センター長もそ

のことを追認したものと考えられる。しかし、2.10.11(7)の口述のとおり、２名操縦

士での運航には、障害物や気象などの外部環境が変化してもその変化に応じた飛行が

可能となり、見張りの強化にもなり、操縦者間で相互にサポート体制が取れるなどに

より、安全性が増すという利点がある。今回の出動は機長による１名操縦士での運航

であったため、３.１０に記述したように飛行計画の準備不足から一時的に地面効果
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外ホバリング可能最大重量を超えたホバリングを行っていたこと、３.４に記述した

ように岩壁との関係から機首方位の選定が制限されて正対風でのホバリングができな

かったこと等、飛行に不利な条件でホバリングをしていた。もし２名操縦士での運航

であれば、緊急出動時の慌ただしさの中でも出発前の作業や判断が機長に集中せず分

担でき、また、救助現場でのホバリングにおいても、より有利な条件での飛行が可能

となり安全性が増したものと考えられる。

３.１２ 見張りと要救助者の移動

機長は、ホバリングの際に南北岩壁や死角となっている東西岩壁を避けるため、高

度をロバの耳の頂上付近まで上げたことにより、ＭＲＢが接触した岩壁との間隔が確

保できているものと考えていた可能性が考えられる。また、2.10.11(5)の口述より、

機長から死角となっている機体の右側後方の見張りについては、ホイスト作業中の整

備士Ａはホイスト操作に集中しなければならないことから、2.11.3に記載したＢＥＬＬ

活動マニュアルに定められた役割により、安全員である副隊長がその任に当たったも

のと考えられるが、機長と同様、高度をロバの耳付近まで上げていたことにより、岩

壁との間隔が確保できていると考えていた可能性が考えられる。

また、2.10.11(7)の口述のとおり、ホイストが困難と思われる場所では要救助者の

安全な場所への移動を考慮すべきであるが、2.1.3(4)の口述のとおり、本救助場所は、

鎖の手すりで体を支え移動しなければならないような難所で、滑落してもおかしくな

い危険な所を通行しなければならなかったことから、今回、要救助者を移動させるこ

とは、極めて困難であったものと推定される。

３.１３ 北アルプスへの対応と同機の出動

2.10.3に記述した同要綱「第３章 運航管理」及び2.10.10に記述した「県警航空

隊の任務」によると、県警航空隊及び同センターともに救難救助業務が業務範囲に含

まれている。

2.10.6(1)に記載した打合せ会議の議事録によると、同会議において、北アルプス

山岳救助活動は原則として警察側で行い、同センターの消防吏員は救助活動を行わな

いことが合意されていたが、その後に締結された申合せや要領においては、これが明

文化されていなかった。また、2.10.6(1)に記述したとおり、上記合意は、同セン

ターによる山岳救助を否定したものではなく、北アルプス山岳救助活動は原則として

県警航空隊が対応するものの、場合によっては防災ヘリコプターが対応することもあ

り得る、とするのが県の認識であるが、そのような認識について明文化されたものは

ない。これらのことから、同センターと県警航空隊との北アルプス山岳救助活動の分

担について、同センターが明確な認識を有していなかった可能性が考えられる。
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2.10.8及び2.10.9の出動実績や訓練実績、2.10.11(4)の口述から、機長は、北アル

プス山岳地はいつも県警航空隊が対応していることを承知していたものと考えられる

が、その事実をどのように認識していたかは明確にはできなかった。なお、2.10.11

(8)の口述にもあるとおり、機長が、県警航空隊の返答を待つことなく同センターで

の出動を決めたこと、出発直前に県警航空隊からの待機要請があったにもかかわらず

出動して行ったこと、及び救助飛行の途上で地面効果外ホバリング可能最大重量を超

えた運航をしていたことの背景には、2.10.3に記載した同要綱第１９条、第２０条、

第２１条の規定（航空機の必要性が認められる場合で、協定に基づく要請があり、緊

急運航であること）及び2.10.6(3)に記載した、運航及び管理要領の第一報を受理し

た機関が対応するとの規定にのっとり、人命救助の観点から早く出動しなければなら

ないと考えた可能性が考えられる。しかし、2.10.8及び2.10.9に記述したとおり、機

長は、乗鞍岳や御嶽山での飛行実績から山岳救助全般の知識や経験はあったと考えら

れるものの、北アルプス山岳地での訓練や出動実績がなかったことから、本救助現場

のような３,０００ｍを超える北アルプス山岳局地における岩壁直近での救助飛行の

困難性を十分には認識していなかったものと考えられる。

2.10.6(2)に記載した申合せは、同機の共同運航について、運航管理の責任者や指

揮系統を定めている。また、2.10.6(2)に記述した「申合せ 第８条」及び2.10.11

(7)の口述のとおり、県警航空隊員及び防災航空隊員は、共同運航を行う場合に対応

できるよう、あらかじめ消防防災課及び地域課それぞれの併任発令を受けている。し

たがって、機長は、この制度を利用して県警航空隊の操縦士の同乗を依頼したものと

考えられる。しかし、その依頼は一県警航空隊員に県警航空隊長への報告や県警航空

隊長からの命令もないまま同乗の可否の即答を求めたものであり、センター長もこの

ことについて防災課長と調整しなかったことから、「申合せ 第５条」の相互協力に

規定された適切な調整は行われていなかったものと考えられる。

なお、上記の北アルプス山岳救助活動に関する県警航空隊と同センター間の合意が

明文化され、両者の分担、出動条件等が明確化されていれば、機長はそれに従って同

機の出動の可否を判断したものと考えられ、また、機長と県警航空隊との調整におい

ても、救助要請の有無や操縦士の搭乗依頼だけでなく、同センターには山岳局地での

活動ができる地上部隊が編成されていないという事情を考慮した、副隊長やセンター

長を含めた総合的な調整がなされていたものと考えられる。

３.１４ 同機の山岳部への出動及び訓練実績と訓練の必要性

2.10.8に記述したとおり、同機の高度別の山岳捜索救助活動出動実績は、１,０００

ｍまでの山林がほとんどで、２,５００ｍ超は救急搬送としての１回のみであった。

また、2.10.9に記述したとおり、同機による訓練としては、平成９年度に北アルプス
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でのホバリング訓練及び穂高岳山荘ヘリポートへの着陸訓練を実施していたが、

2.10.11(4)及び(5)の口述によると、機長は当時の訓練には参加しておらず、その後

の訓練は、御嶽山、乗鞍岳付近が中心で、その内容は高高度でのホバリング時の操縦

操作や飛行性能の確認であり、北アルプス山岳地の訓練ではなかった。これらのこと

から機長は、３.３に記述したような山岳局地での気流の変化や、３.５に記述したよ

うな壁面近くでのダウンウォッシュがホイストケーブルにどのように影響するか等、

平地や山林地帯の斜面にはない特徴を把握していなかった可能性が考えられる。また

同センターは、ホイストを使用して実際に消防吏員を降下させる訓練を県内一円で実

施していたが、そのほとんどは標高１,０００ｍ以下であった。

以上のことから、同センターは、北アルプス山岳地への出動を想定しておらず、消

防吏員の訓練についても北アルプス山岳地への出動を想定したものではなかったもの

と推定される。したがって、出動の想定をしていない北アルプスでも本救助現場のよ

うな厳しい山岳局地への出動は、その対応を経験豊富な県警航空隊に委ねることが望

ましかったものと考えられる。

同センターは救急救助活動を本務としており、その使命を果たすためには多少の危

険を伴う場所への出動もやむを得ない場合もあるものと考えられる。しかし、こうし

た出動に当たっては同機の運航や地上での救助活動に伴う様々なリスクについて判断

できることが必要であり、そのためには、訓練により経験を積むことで限界を知り、

リスクを管理できる能力を習得した上で、実際の出動へと移行していく必要がある。

３.１５ 再発防止策

機長は、３.１４に記述したとおり、北アルプス山岳地の訓練実績や出動実績がな

かったことから、現地の気象的特性や地形的特性等を把握するための十分な経験の蓄

積はなかったものと考えられる。しかし、３.１３に記述したとおり、県警航空隊と

同センターの間で北アルプス山岳地への出動については、原則として県警航空隊が対

応するとの明文規定がなかったことから、機長は、初めての北アルプス山岳救助要請

ではあったが、同要綱、緊急運航要領及び運航及び管理要領にのっとって、人命救助

の観点から出動したものと推定される。

同センターにおける同機の緊急出動の最終決定は、緊急運航要領並びにマニュアル

の上ではセンター長が行うこととなっていたが、実質的には機長が行っていた。機長

は、出動決定に際して、関係機関への調整や情報収集を他の隊員と行うとともに飛行

計画を立てるなど、緊急出動前の緊迫した中で様々な判断をしなければならなかった

ものと考えられる。また、2.10.5の「マニュアルの４ 出場決定」に記載したとおり、

防災航空隊長又は副隊長は、操縦士、整備士等と飛行前の打合せをすることが定めら

れているが、2.10.11(1)の口述のとおり、最終決定前にセンター長や副隊長とのブ



- 48 -

リーフィングは行われず、出動準備作業の流れの中で出動が決定がされていたものと

推定される。

以上のことから、同センターは、緊急運航要領及びマニュアルにのっとり、緊急出

動を決定する前に出動先の状況等を把握し、各班の長がブリーフィングを行い、各分

野において自分の班の活動が可能かどうかの判断を明確に示した後に、センター長が

各班の出動の合意を確認し出動を決定するなど、出動先の危険性を評価し、自らの対

応能力を確認した上で出動を決定できる組織体制を確立すべきである。また、管轄地

として出動の可能性のある北アルプス山岳地でも本救助現場のような北アルプス山岳

局地のように救助活動に困難を極めるおそれのある場所に出動するのであれば、地形

の特徴や気象現象等を事前に調査研究しておくことはもとより、高高度でのホバリン

グ訓練にとどまらない、実際の運航を想定した機体の重量管理等運航管理全般にわた

る訓練を行う必要があるものと考えられる。なお、事前の調査研究は、降下して地上

で活動する消防吏員の安全を確保するためにも考慮されるべきであり、携行する装備

品等の準備も含め、活動現場の十分な事前の調査研究が必要であるものと考えられる。

さらに、同種の出動における操縦士の編成については、３.１１及び３.１４に記述

した、緊急出動時の慌ただしさの中で短時間に行わなければならない飛行計画の作成

や出動判断、出発前の準備等を考慮すると、北アルプス山岳局地のような困難性が高

い地域への出動は、２名操縦士での運航とすることが望まれる。

また、緊急出動の可否の決定や県警との調整については明確に規定するなどして、

より適切な体制で運用することが必要である。

４ 結 論

４.１ 分析の要約

4.1.1 同機に影響を及ぼした気象及び地形

(1) 事故現場付近では、西からの卓越風に加え上昇気流等があり、これらの気

流が当地の切り立った崖や谷等の複雑な地形に影響されて、より複雑に変化

する山岳局地特有の気流の乱れを生じていたものと推定される。

(2) 同機はホバリング中、左からの横風を受けていたものと推定されるが、機

長は、同機が１名操縦士の運航であったため、機長側で障害物となる岩壁の

見張りを行えるよう、正対風での機体の安定性より障害物である岩壁の見張

りと緊急退避経路の確保を優先したものと考えられる。当初機長は、吊り上

げ前のホバリング高度を約８０ftで実施しようとしたものと考えられるが、
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南北岩壁や東西岩壁（機長からは死角となる）を避けるため高度をほぼロバ

の耳の頂上付近まで上げ、ホバリングしていたものと考えられる。

(3) 同機はホバリング中、山岳地特有の気流の乱れの影響を受けて突然高度が

下がり、高度が下がって機体が後方に動いたことで、最初のホバリングで捉

えていたと思われる目標（谷向こうの山）との距離感の保持が困難となった

ため、位置及び高度の修正が正確にコントロールできずに機体が後方へ移動

し、同機のＭＲＢが岩壁に接触した可能性が考えられる。また、１５時１９

分ごろの、同機の吊り上げ開始前ホバリング実施時の全備重量は地面効果外

ホバリング可能最大重量とほぼ同じ重量であったことに加えて、高高度で、

山岳局地特有の気流の変化や横風等のエンジン出力や飛行性能に影響を及ぼ

しやすい不利な条件下での飛行であったことから、エンジン出力不足などに

よって機体が降下し、機首方位の維持も困難となって岩壁に接触した可能性

も考えられる。なお、同機が岩壁に接触したときの位置は、接触痕のあった

岩壁から、北北西約７ｍ付近で、高度約３,１４８ｍであったものと推定さ

れる。

(4) 同機のダウンウォッシュは、事故現場の地形の影響を受けて拡散すること

なく、北側の谷に向かって収束し、より強い流れを作ったものと考えられる。

同機のホイストケーブル及びフックは、その強い流れの影響を受けて谷側に

流され揺れていたものと考えられ、更に同機が高度を上げたことで、ホイス

トケーブルの送出距離が、通常の訓練時における長さ（約２１ｍ）の倍以上

に当たる約４８ｍ（余長を含む）となり揺れが大きくなって、フックの受け

渡しに時間を要したものと考えられる。

(5) 機長は、南北岩壁や死角となっている東西岩壁を避けるため、高度をロバ

の耳の頂上付近まで上げたことによりＭＲＢが接触した岩壁との間隔が確保

できているものと考えていた可能性が考えられる。また、機体の右後方の見

張りについては、安全員である副隊長がその任に当たったものと考えられる

が、機長と同様、高度をロバの耳付近まで上げていたことにより、岩壁との

間隔が確保できていると考えていた可能性が考えられる。

要救助者を移動させることについては、移動の過程で滑落するような危険

な所を通行しなければならないことから、極めて困難であったものと推定さ

れる。

4.1.2 テールブームの分離とエンジン

(1) 同機のテール・ブームは、ＭＲＢの右側回転面が岩壁に接触したためトラ

ンスミッションが後方に傾き、同時にＭＲＢが破損して、正常な回転を保て
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なくなったことにより、テール・ブームの左側面を強打したため破断したも

のと考えられる。

(2) 同機のエンジンは、正常に動作しており、機体にも異常はなかったものと

考えられる。

4.1.3 飛行計画と出動の決定及び組織体制

(1) 同センターにおいては実質的な出動判断を機長が担っていたものと考えら

れ、センター長は、これらを追認する形で出動を決定し、県庁防災課に報告

していたものと考えられる。

同要綱及び緊急運航要領には運航管理者が同センターの出動の可否を

チェックする規定が設けられておらず、また、運航管理者や運航管理責任者

に対して航空に関する専門的知識や経験を要求する規定がなく、同センター

の責任者として機長以外に出動についての判断ができる者がいなかった。

同要綱及び緊急運航要領は、他の地方公共団体と内容が類似してはいたも

のの、同機の安全運航を確保するための適切な規定が設けられていなかった

ものと考えられる。

(2) 今回の同機の出動については、副操縦士の応援について県警航空隊からの

回答が得られなかったにもかかわらず出動を急いだこと、同機は１人での操

縦が可能な航空機で過去においても１名操縦士での運航を行った実績がある

こと、また、同要綱等には操縦士の搭乗人数に関する規定がなかったことか

ら、機長は１名操縦士での運航で出動した可能性があると考えられる。

２名操縦士での運航であれば、より有利な条件での飛行が可能になり、安

全性が増したものと考えられる。

(3) 打合わせ会議の議事録によると、同会議において、北アルプス山岳救助活

動は原則として警察側で行い、同センターの消防吏員は救助活動を行わない

ことが合意されていたが、その後に締結された申合せや要領においては、こ

れが明文化されていなかった。

同センターと県警航空隊との北アルプス山岳救助活動の分担について、同

センターが明確な認識を有していなかった可能性が考えられる。

また、機長は、北アルプス山岳地はいつも県警航空隊が対応していること

を承知していたものと考えられるが、同要綱及び「運航及び管理要領」に

のっとり、人命救助の観点から早く出動しなければならないと考えた可能性

が考えられる。

機長は、山岳救助全般の知識や経験はあったものと考えられるが、北アル

プス山岳地での訓練や出動実績がなかったことから、本救助現場のような
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３,０００ｍを超える北アルプス山岳局地における岩壁直近での救助飛行の

困難性を十分には認識していなかったものと考えられる。

北アルプス山岳救助活動に関する県警航空隊と同センター間の合意が明文

化され、両者の分担、出動条件等が明確化されていれば、機長はそれに従っ

て同機の出動の可否を判断したものと考えられ、また、機長と県警航空隊と

の調整においても、救助要請の有無や操縦士の搭乗依頼だけでなく、同セン

ターには山岳局地での活動ができる地上部隊が編成されていないという事情

を考慮した、副隊長やセンター長を含めた総合的な調整がなされていたもの

と考えられる。

(4) 同機の出動実績及び訓練実績から、同センターは、北アルプス山岳地への

出動を想定していなかったものと推定される。

出動の想定をしていない北アルプスでも本救助現場のような厳しい山岳局

地への出動は、その対応を経験豊富な県警航空隊に委ねることが望ましかっ

たものと考えられる。

(5) 機長は、飛行計画作成時に機体の重量、重心位置等を示す早見表を作成し

ていたと考えられるが、事故後それを発見できなかったことから、機長の事

故当日の飛行計画を明らかにすることはできなかった。

機長は地面効果外ホバリング可能最大重量を超えるホバリングを行ってい

た。これは、パワーチェックの結果、計器指示が許容値内にあること等を確

認できたことから、ホバリングを実施したものと考えられる。

ヘリコプターが飛行性能を超えるような全備重量で高高度のホバリングを

行うことは、飛行に重大な問題を引き起こしかねないことから、本救助現場

のような高高度でのホバリングを計画するときは、たとえ緊急出動であって

もホバリング実施時の全備重量を事前に正確に計算し、離陸前の燃料調整等

を適正に行う必要がある。

(6) 同センターにおける同機の緊急出動の最終決定は、緊急運航要領並びにマ

ニュアルの上ではセンター長が行うこととなっていたが、実質的には機長が

行っていた。

同センターは、緊急運航要領及びマニュアルにのっとり、緊急出動を決定

する前に出動先の状況等を把握し、各班の長がブリーフィングを行い、各分

野において自分の班の活動が可能かどうかの判断を明確に示した後に、セン

ター長が各班の出動の合意を確認し出動を決定するなど、出動先の危険性を

評価し、自らの対応能力を確認した上で出動を決定できる組織体制を確立す

べきである。

同センターは、管轄地として出動の可能性のある北アルプス山岳地でも本
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救助現場のような北アルプス山岳局地のように救助活動に困難を極めるおそ

れのある場所に行くのであれば、地形の特徴や気象現象等を事前に調査研究

しておくことはもとより、高高度でのホバリング訓練にとどまらない、実際

の運航を想定した運航管理全般にわたる訓練を行う必要があるものと考えら

れる。

同種の出動における操縦士の編成については、緊急出動時の慌ただしさの

中で短時間に行わなければならない飛行計画作成や出動判断、出発前の準備

等を考慮すると、北アルプス山岳局地等のような困難性の高い地域への出動

は、２名操縦士での運航とすることが望まれる。また、出動の可否の決定や

県警航空隊との調整については、明確に規定するなどして、より適切な体制

で運用することが必要である。

４.２ 原 因

本事故は、同機が訓練や出動実績のない北アルプス山岳局地の救助活動中において、

ロバの耳頂上付近でのホバリング中に高度が下がり、後方に移動したため、ＭＲＢが

付近の岩壁に接触し、墜落したものと推定される。

同機の高度が低下し、ＭＲＢが岩壁に接触したことについては、次の(1)、(2)のい

ずれか、又は双方が関与した可能性が考えられる。

(1) 山岳地特有の気流の乱れの影響と高度が下がって機体が動いたことで、最初

のホバリングで捉えていたと思われる目標（谷向こうの山）との距離感の保持

が困難となったこと。

(2) 同機の事故当時の全備重量は、地面効果外ホバリング可能最大重量とほぼ同

じであったことに加えて、高高度で、山岳局地特有の気流の変化や横風等のエ

ンジン出力や飛行性能に影響を及ぼしやすい不利な条件下での飛行であったこ

とから、エンジン出力不足などによって機体が降下し、機首方位の維持も困難

となったこと。

訓練や出動実績のない北アルプス山岳局地に同機が出動したことについては、同セ

ンターと県警航空隊との北アルプス山岳救助活動の分担について明文化された規定が

なく、同センターがその分担について明確な認識を有していなかったことが関与した

可能性が考えられる。
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５ 所 見

本事故は、岐阜県防災ヘリコプター（以下「同機」という。）による山岳地での救

助活動中に発生したものであり、本事故の調査を行った結果、同機の運航においては

次の問題点があったものと考えられる。

・ 同機の出動の決定に際して、運航管理者が出動の可否をチェックする規定、運

航管理者及び運航管理責任者に対して航空に関する専門的知識や経験を要求する

規定並びに操縦士の搭乗人数に関する規定が設けられていなかったこと

・ 岐阜県防災航空センター（以下「同センター」という。）における同機の緊急

出動の最終決定は、実質的には機長が行っており、同センター長が各班の出動の

合意を確認した上で出動を決定できる組織体制が確立していなかったこと

・ 同センターと岐阜県警航空隊との北アルプス山岳救助活動の分担について明文

化された規定がなく、同センターがその分担について明確な認識を有していな

かった可能性が考えられること

・ 同機の出動実績及び訓練実績から、同センターは、北アルプス山岳地への出動

を想定していなかったと推定されるにもかかわらず、同機を出動させたこと

人命救助のため一刻を争う救助活動の緊急性は、よく理解できるところである。し

かしながら、ヘリコプターによる山岳高地での救助活動には多くの困難性が伴うこと

から、二次災害を防止し安全を確保するためには、運航及び救難救助に関する高度な

技術はもとより、出動判断を迅速かつ適切に行うことができる安全管理体制が求めら

れる。

したがって、ヘリコプターによる救助活動を行う地方公共団体においては、これら

の点について、自らの安全管理体制、規定等を再点検し、安全運航に万全を期すこと

が強く望まれる。また、消防庁においては、これまでも地方公共団体に対してヘリコ

プターの安全運航に関する助言を行ってきたが、これらの再点検に際しても必要な助

言を行うことが望ましい。

６ 参考事項

６.１ 岐阜県による再発防止策

本事故に関し、岐阜県は、事故の再発防止のため「岐阜県防災ヘリコプター運航管

理要綱」を改正し、「岐阜県防災航空隊安全管理要領」及び「岐阜県防災航空隊と岐

阜県警察航空隊間におけるヘリコプターの運航に関する申し合わせ」を新たに定めた。
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以下に主な改正箇所及び新規制定の箇所を示す。また、その他「岐阜県防災ヘリコ

プター緊急運航マニュアル」が改正され、「出場決定確認書」及び「出場決定確認報

告書」が作成された。

6.1.1 「岐阜県防災ヘリコプター運航管理要綱」の主な改正

(1) 防災航空センター長（以下「防災航空隊長」という。）に航空機の運航の

安全に関する助言等を行うため、安全管理者を新たに設置した。（抜粋）

（安全管理者）

第８条

航空機の運航に関する防災航空隊長への助言、安全対策に関する事務は、

安全管理者が行う。

(2) 航空機に搭乗する操縦士を２名とする条項を追加した。（抜粋）

（航空機に搭乗する者の指定）

第１４条

防災航空隊長は、（略）操縦士については２名を指定し、そのうち１名を

機長に指定する。

(3) 緊急運航に関して、別に定める県警との申合せに基づき、県警航空隊長と

協議することを新たな条項として追加した。

（緊急運航の決定）

第２４条 （略）

２ 防災航空隊長は、緊急運航を要する事態が生じた場合には、直ちに航空

機の出場の可否について決定しなければならない。（略）

捜索救助活動については、別に定める県警との申し合わせに基づき、県警

航空隊長と協議その他を行わなければならない。（略）

6.1.2 「岐阜県防災航空隊安全管理要領」の新規策定

「岐阜県防災航空隊安全管理要領」を新たに策定した。（「目的」の抜粋）

（目的）

第１条 この要領は、岐阜県防災ヘリコプター運航管理要綱（以下、「要

綱」という。）第３１条第２項の規定に基づき、岐阜県防災航空隊におけ

る安全管理に関し必要な事項を定める。（略）

6.1.3 「岐阜県防災航空隊と岐阜県警察航空隊間におけるヘリコプターの運航に関

する申し合わせ」の新規策定

「岐阜県防災航空隊と岐阜県警察航空隊間におけるヘリコプターの運航に関する
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申し合わせ」を新たに策定した。（抜粋）

岐阜県危機管理統括監（以下「甲」という。）と岐阜県警察本部生活安全

部長（以下「乙」という。）は、防災航空隊が運用する防災ヘリコプターと

警察航空隊が運用する警察ヘリコプターの運航について、次のとおり申し合

わせる。

第１条 （略）

（運航状況の連絡方法）

第２条 相互のヘリコプターの運航状況を把握するため、「週間予定表」をそ

の前の週に相互交換するものとする。

２ 緊急時に運航状況を把握するための警察航空隊の連絡先は警察航空隊事務

所とし、防災航空隊の連絡先は次のとおりとする。

（１） 平日昼間は、防災航空センター第１事務所

（２） 土日祝祭日昼間は、防災航空センター第２事務所

（３） 夜間は、防災航空隊長

（捜索救助活動に関する情報共有）

第３条 捜索救助活動に関する第一報を受理した場合は、直ちに事案の概要に

ついて第２条第２項に規定する方法で相互連絡し、情報を共有するものとす

る。

（出場ヘリコプターの協議）

第４条 ヘリコプターの出場は、原則として捜索救助活動に関する第一通報を

受理した機関が対応するものとする。ただし、両機関とも第一通報を受理し

た場合は、出場ヘリコプターについて別表に基づき協議するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、第一報が一方のみにあった場合で、その機関が

対応できないとき又は、他方が対応した方が有効であると考えられるときは、

両機関において協議するものとする。その結果、他方が対応することとなっ

た場合には、第一通報を受理した機関は、要請機関（地元消防本部、所轄警

察署）に対して、他方の機関（地元消防本部、所轄警察署）にヘリコプター

の出場要請をするよう依頼するものとする。

（局地での捜索救難活動）

第５条 前条の規定にかかわらず、北アルプス及び白山の局地での捜索救難活

動は、原則として警察航空隊が対応するものとする。この場合において、防

災航空隊のみが第一報を受理した場合は、地元消防本部に対して所轄警察署

にヘリコプターの出場要請をするよう依頼するものとする。

（協議の手順）

第６条 第４条に掲げる協議は、原則として防災航空隊長（以下「丙」とい
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う。）と警察航空隊長（以下「丁」という。）が行うものとする。ただし、丙

又は丁が事務所に不在の場合は、丙については、安全管理者、丁については

副隊長が窓口となり、協議するものとする。（略）

別表

対 応 活動内容

防災ヘリコプター １. 現場で主体となって活動している機関が消防の場合

２. 現場到着時間が警察ヘリコプターよりも迅速と考えら

れる場合

３． 搭載している救命資材及び隊員の救命に関する専門知

識・技術を考慮し、警察ヘリコプターよりも有効と考え

られる場合

１． 現場で主体となって活動している機関が警察の場合

警察ヘリコプター ２. 現場到着時間が防災ヘリコプターよりも迅速と考えら

れる場合

６.２ 消防庁の対応

6.2.1 本事故に関し、消防庁は、平成２２年１月１３日付け各都道府県消防防災主

管部長及び東京消防庁・関係政令市消防長に対して、消防防災ヘリコプターの安全

確保の一層の徹底を図るよう消防組織法第３７条の規定に基づく助言を以下のとお

り通知し、参考として本事故後に改正された「岐阜県防災ヘリコプター運航管理要

領」及び「岐阜県防災航空隊安全管理要領」を送付した。また、運輸安全委員会の

報告書がまとまり次第、情報提供することとしている。

(1) 安全管理体制の再点検

運航管理要綱で定める安全管理体制を再点検し、その一層の徹底を図るこ

と。

(2) 地形等の事前把握の徹底

管理区域、特に山間部等の地形及び季節に応じた気象状況等

(3) 緊急運航時の状況把握の徹底

① 出動時における災害現場付近の地形及び気象等

② 活動時における他の航空機及び障害物の早期発見

③ 機体内外各部の状況（振動、氷結等）

6.2.2 消防庁は、消防防災ヘリコプターを用いた山岳救助において、ヘリコプター

の墜落事故が相次いで発生したことを踏まえ、消防防災ヘリコプターによる山岳救
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助の安全確保のため、適切な山岳救助のあり方について検討することを目的として、

平成２２年１１月「消防防災ヘリコプターによる山岳救助のあり方検討会」を発足

させ、運航体制や救助技術等の検討を行っている。
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付図１－１ 推定飛行経路図  
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出典：北海道地図（株） 

ジオ・アート 日本アルプス（上高地） 

0 500m
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付図１－２ 推定飛行経路図  

涸沢岳

奥穂高岳 

ロバの耳 

岐阜県側

長野県側 

ジャンダルム 

鍋平場外からの飛行経路 

２名降下時の降下場所

２名降下時以降の同機

の推定飛行経路 

出展：国土地理院・1/6,000 

0 500m

写真撮影位置

写真撮影位置 

写真撮影位置 

穂高岳山荘 

 
風向 西風 
風速 約１０kt 
 (１５時～１５時３０分ごろ) 
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付図２ ベル式４１２ＥＰ型三面図 

 
                               単位：ｍ 
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付図３ ベル式４１２ＥＰ型見取図及び損傷箇所 

 
 
 
 

 

 
 

   
 

上図破線（赤色）部拡大図 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

破断部 

メイン・ローター・ハブ 

テール・ドライブ・シャフト（６本）

ＭＲＢ ＴＲＢ 

スキッド エレベーター 

テール・ローター・ギヤボックス メイン・マスト

未発見部 湾曲部 

トランスミッション 

メイン・ドライブ・シャフト

テール・ブーム

テール・ローター・ドライブ・シャフト（６本）
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付図４－１ 事故現場見取図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＲＢ接触位置 

要救助者位置

破断分離したテール・ブーム

ロバの耳頂上 

ジャンダルム 

墜落 

 

要救助者位置 

登山道 

ロバの耳頂上 

ＭＲＢ接触位置 

ジャンダルム

破断したテール・ブーム 

破断したホイスト

ケーブル 

テール・ブーム破断部品 

ＴＲＢ片 

同機の墜落経路 

長野県側 岐阜県側 
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付図４－２ 事故現場見取図  

 

 

 

 

ロバの耳頂上 ジャンダルム

３,１００ｍ 

３,０００ｍ 

２,９００ｍ 

２,８００ｍ 

ＭＲＢ片 青 

左ドア 

左カーゴドア 

・右ドア 

・ＭＲＢ片 オレンジ、赤 

・ホイストモーター 

・トランスミッション及び付

随したＭＲＢ片 緑 

エンジンカウル 

・胴体 

・エンジン 

ロバの耳 

ジャンダルム 

胴体・エンジン

滑落したコース 

岐阜県側 

長野県側

要救助者 
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付図５ アジア地上天気図 
 

平成２１年９月１１日１５時 
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付図６ 高層天気図
 

平成２１年９月１１日０９時 
８５０ｈＰａ天気図 

        
 

   
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ７００ｈＰａ天気図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

中部東海地方に湿潤域はない 

中部東海地方に湿潤域はない 

事故現場付近 

事故現場付近 

輪島：西南西の風 １５kt

舘野：南西の風 １０kt 

輪島：西北西の風 ２５kt

舘野：北西の風 １０kt 
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付図７ 各位置関係図
 

２名降下位置

標高：３,０８９ｍ 

登山者待機位置

標高：３,０９２ｍ

要救助者位置

標高：３,１０８ｍ

破断したテール・ブーム落下位置

標高：３,１２８ｍ

ＭＲＢ接触位置

標高：３,１４８ｍ 
ロバの耳頂上

標高：３,１５２ｍ

２１m

１１m

１４m  

岩壁標高  

標高：３,１３６ｍ  

風向 西風  

風速 約１０kt   

 (１５時～１５時３０分ごろ)

東西岩壁の頂部  

-
 
6
6
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                         どう 

 

付図８ 同機の吊上げ開始前ホバリングを行う時の進入図 

要救助者位置 
標高：３,１０８ｍ

登山者待機位置 
標高：３,０９２ｍ

２名降下位置 
標高：３,０８９ｍ

ＭＲＢ接触位置 
標高：３,１４８ｍ

ロバの耳頂上 
標高：３，１５２ｍ

奥穂高岳方向 

 
風向 西風 
風速 約１０kt 
 (１５時～１５時３０分ごろ) 
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付図９ ＴＲＢと東西岩壁との間隔図 

 

２名降下位置 
標高：３,０８９ｍ

登山者待機位置 
標高：３,０９２ｍ

要救助者位置 
標高：３,１０８ｍ

ＭＲＢ接触位置 
標高：３,１４８ｍ

ロバの耳頂上 
標高：３,１５２ｍ

同機が要救助者上空４０ｍにある

とき、ＴＲＢと東西岩壁との距離

は約９ｍとなる 

９ｍ

南北岩壁 

東西岩壁 
１９ｍ

 
風向 西風 
風速 約１０kt 
 (１５時～１５時３０分ごろ) 

岩壁標高：約３,１３６ｍ 

要救助者上空４０ｍにおける東西岩

壁との水平距離は、約１９ｍとなる

東西岩壁の頂部 
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付図１０ 同機の後退とＭＲＢ接触位置図 

２名降下位置 
標高：３,０８９ｍ

登山者待機位置 
標高：３,０９２ｍ

要救助者位置 
標高：３,１０８ｍ

ＭＲＢ接触位置 
標高：３,１４８ｍ

半径７ｍの接触可能範囲線

同機が、ＭＲＢを接触させた

ときの位置（打痕から北北西

象限） 

 
 

同機の高度が下がった後に後方へ移動し

た距離（地図上で計測：約１５ｍ） 

 
風向 西風 
風速 約１０kt 
 (１５時～１５時３０分ごろ) 

ロバの耳頂上 
標高：３,１５２ｍ 
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付図１１ 隊員の乗務位置図 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ ホイスト作業員及び安全員は、右側ドアを開け、向かい合うように位置

し、ホイスト操作や機体の右側の障害物との監視を行う。 
 
 

 

機長 安全員（副隊長）ホイスト作業員 
（整備士Ａ） 

機首側 

開けられた右ドア ホイスト 
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基地駐在  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
管理班及び運航班は、県職員で構成する。 
運航班は、「若鮎Ⅱ」の運航及び整備に従事する。 
消防航空班は、県内消防本部から派遣された消防吏員で構成する。 
委託運航班は、「若鮎Ⅰ」の運航及び整備に従事し、防災航空隊に属する。 
 

付図１２ 岐阜県防災課防災航空センターの構成図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
岐阜県防災航空隊 

                         
 管 理 班  運 航 班  消防航空班 委託運航班 

 
 事務職員 ２名 
（防災航空センター

長を含む） 

 
操縦士 ２名 
整備士 ２名 

 
消防吏員 １３名 
（防災航空隊長１名、 
防災航空副隊長６名 
防災航空隊員６名） 

 
セントラルヘ

リコプターサ

ービス 

 
 
 
 
 
 
 

総括管理者 
（危機管理統括監） 

運航管理者 
（防災課長） 

（人事・予算・出納）

運航管理責任者 
（防災航空センター長） 

危機管理副統括監 
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写真１ 事故機 
 

 
 

写真２－１ ロバの耳（１） 

  
 

ロバの耳 
ジャンダルム 

尾根がＶ字に切れている 

ＭＲＢ接触位置

要救助者位置 

約１００ｍ 
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写真２－２ ロバの耳（２） 
 

 
ロバの耳を上空から見たところ 

 
 

 
 

ロバの耳を北西から見たところ 
 

要救助者位置 

ＭＲＢ接触位置 

東西岩壁 
南北岩壁 

ロバの耳頂上 分離したテール・ブーム 

フックが揺れていた位置 

東西岩壁 

高度を低くすると南

北岩壁とほぼ同高度

となる。 

南北岩壁 

要救助者位置 

ＭＲＢ接触位置 
南北・東西岩壁を避けるた

め、高度を頂上近くまで上

げたと推定される。 
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写真３－１ ＭＲＢによる打痕（１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

接触痕範囲

削れた岩壁 

岩壁に残されたＭＲＢ先端部 



- 75 - 

写真３－２ ＭＲＢによる打痕（２） 
 

 
 

上から見た接触痕 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

接触痕範囲 
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写真４ 要救助者現場 
 

 
 
 

 
山岳警備隊員による検証状況 

 

 
 
 

要救助者位置

鎖を伝って登る 

ホイストが揺れていた位置 

登山道 

ホイストフック 

ホイストケーブル 
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写真５ 分離したテール・ブーム 
 

 
 
 

 
 

開口面上部の外板は破断、切断していた

裂けた右外板 

右へ

ＭＲＢでたたかれＶ字変形した箇所 

リベット孔が破断している
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写真６ ＴＲＢ 
 

 
 
 
 

 

 
 

写真７ エンジン 
 

 後方より 右：ＮＯ．１エンジン、左：ＮＯ．２エンジン 

破断した赤ＴＲＢ 

赤ＴＲＢに切断されていた垂直安定板 
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写真８ ＭＲＢ 
 

  
 

写真９ ホイスト 
 

 
フック 

先端部の損傷が激しい 
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写真１０ 雲画像 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１５時０７分 涸沢岳より撮影 １５時０９分 涸沢岳より撮影 

１５時１４分 奥穂高岳より撮影 １５時１８分 白出沢より撮影 

-
 
8
0
 
-
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写真１１ エバックハーネスとカラビナ 
  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エバックハーネス 
 
 
 

 
要救助者と消防吏員Ｂのカラビナを同時に掛けたところ 

 

カラビナ 

フック 


